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Ⅰ 調査概要 
 

１ 調査の目的 

障害福祉サービス等の実態や障がい者の意向などを把握するとともに、本市の現状や課題な

どを抽出・分析し、「第６次市障がい者計画」の策定及び「第８期市障がい福祉計画」「第４期市

障がい児福祉計画」の策定の基礎資料として活用することを目的とし、当事者、障害福祉サー

ビス事業者、障がい者団体に対し調査を実施した。 

 

２ 調査期間 

令和７年 10 月 17 日（金）～令和８年１月 23 日（金） 

 

３ 調査対象 

当事者調査 ：障がい者：市内の障害福祉サービス事業所の利用者 

障がい児：市内の支援学校に通う児童・生徒 

事業者調査 ：市内で障害福祉サービスを提供する事業者 

団 体 調 査 ：市内で活動する障がい者団体 

 

４ 調査方法 

市広報紙・HPでの公開に加え、各事業所、支援学校、当事者団体等へ WEB 回答フォームを周

知し、対象者よりインターネット回答を得た。 

 

５ 回答状況 

調査種別 総回答数 有効回答数 

当事者調査 791 791 

内 

訳 

障がい者（18 歳以上） 670 670 

障がい児（18 歳未満） 121 121 

事業者調査 136 133 

団体調査  17  17 
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６ 調査結果の見方 

○ｎ（number of cases）は回答割合算出における基数であり、100.0％が何人の回答に相当

するかを表している。 

○回答割合は百分率で表し、小数第２位を四捨五入して算出している。したがって、単一回答

式の質問においては、回答割合を合計しても 100.0％にならない場合がある。 

また、複数回答式の質問においては、各設問の調査数を基数として算出するため、全ての選

択肢の割合を合計すると 100.0％を超える場合がある。 

○一部の図表において、令和４年度に実施した調査の結果を併記している。その場合は図表

及びコメントにおいて、令和７年度に実施した調査を「今回調査」、令和４年度に実施した

調査を「前回調査」と表記している。 

○回答が皆無（０件）であった選択肢の回答割合は、図表中では「-」と表記している。なお、

一部、視認性を考慮して「-」を非掲載としている場合がある。 

○調査数（ｎ）が少数のものは、回答割合の信頼性が低いため、コメントを省略している場合

がある。 

○図表及びコメントで、選択肢の語句等を一部簡略化等している場合がある。 
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Ⅱ 調査結果（当事者調査） 

 １   対象者のプロフィール 
 

１－１ 対象者の属性 

（１）回答者 
 

問１ この調査にお答えいただくのは、どなたですか。（１つ選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）性別 

問２ あなたの性別をお答えください。（１つ選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  凡　例

今回調査 n = 791

前回調査 n = 2,151

54.2

54.8

44.6

43.5

0.3

0.1

0.9

0.5 1.1

男性 女性 その他 回答したくない 無回答

（%）

  凡　例

今回調査 n = 791

前回調査 n = 2,151

57.0

48.6

31.6

38.3

3.8

6.3

7.6

2.5

4.4

本人 本人の家族 家族以外の介助者 その他 無回答

（%）
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（３）年齢 
 

問３ あなたの年齢をお答えください。（令和７年 10 月末日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【障がい種別／年齢】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※本調査では、難病・発達障がいの方では１０歳代以下が４割以上を占めており、以降の設問における

障がい種別の分析では、難病・発達障がいの方の調査結果には１０歳代以下の意見が多く反映されて

いることに留意する必要がある  

  凡　例

全  体 n = 791

身体障がい n = 262

知的障がい n = 557

精神障がい n = 141

難病（特定疾患） n = 34

高次脳機能障がい n = 12

発達障がい n = 160

0 n = 

障
が
い
種
別

17.3

14.1

16.7

7.8

41.2

8.3

46.3

17.2

18.7

18.9

19.1

8.8

16.7

16.9

15.8

14.5

15.3

21.3

5.9

16.7

19.4

16.1

14.9

16.0

22.0

8.8

33.3

8.8

16.3

16.4

15.6

14.9

20.6

8.3

5.0

11.5

11.8

11.1

11.3

5.9

8.3

1.9

3.4

4.6

3.9

2.8

2.9

0.6

1.5

0.5

1.8

3.4

2.0

0.7

5.9

8.3

1.9

１０歳代以下

２０歳代

３０歳代

４０歳代

５０歳代

６０歳代

７０歳代

８０歳代以上

無回答

（%）

  凡　例

今回調査 n = 791

前回調査 n = 2,151

17.3

14.2

17.2

9.3

15.8

9.3

16.1

13.9

16.3

13.0

11.5

13.7

3.4

13.3

0.6

11.2

1.8

2.1

１０歳代以下

２０歳代

３０歳代

４０歳代

５０歳代

６０歳代

７０歳代

８０歳代以上

無回答

（%）
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（４）居住地区 

問４ あなたがお住まいの地区はどこですか。（１つ選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）同居家族 

問５ 現在、あなたが一緒に暮らしている人は、どなたですか。（あてはまるものすべて選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平
地
区

小
名
浜
地
区

勿
来
地
区

常
磐
地
区

内
郷
地
区

四
倉
地
区

遠
野
地
区

小
川
地
区

好
間
地
区

三
和
地
区

田
人
地
区

川
前
地
区

久
之
浜
・
大
久
地
区

い
わ
き
市
外

無
回
答

35.4

24.3

15.8

7.7
5.7

2.8
0.6 1.5

4.0

0.1 0.4 - 0.4 1.3
-

31.2

20.8

13.4

9.5
7.4

4.1
1.8 1.8

3.3
0.9 0.7 0.4 1.0

2.5
1.2

0

10

20

30

40

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

今回調査 n = 791

前回調査 n = 2,151

（%）

父母

兄弟・姉妹

グループホームや福祉施設等の利用者

祖父母

配偶者（夫または妻）

いない（一人で暮らしている）

子ども

その他

無回答

57.3

27.2

25.9

8.8

6.8

6.2

4.6

1.6

0.3

-

39.4

19.7

15.2

6.6

24.5

13.1

15.3

3.4

1.2

0 20 40 60

1

2

3

4

5

6

7

8

9

今回調査 n = 791

前回調査 n = 2,151

（%）
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１－２ 介助者 

（１）介助者 

 

問６ あなたを介助している方は誰ですか。（あてはまるものすべて選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「父母」が 50.2％と最も高く、次いで「ホームヘルパーや施設の職員」が 32.9％ 

▶ 前回調査に比べ、「父母」が約 18ポイント上昇 

▶ 「介助は必要ない、介助者はいない」は 15.0％と約 9ポイント下降 

父母

ホームヘルパーや施設の職員

兄弟・姉妹

祖父母

配偶者（夫または妻）

子ども

介助は必要ない、介助者はいない

その他

無回答

50.2

32.9

10.2

6.2

2.8

1.3

15.0

3.0

0.5

-

31.8

23.2

7.5

3.4

13.2

7.3

23.6

2.6

4.2

0 20 40 60

1

2

3

4

5

6

7

8

9

今回調査 n = 791

前回調査 n = 2,151

（%）
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（２）主な介助者の年齢 

 
 

【『Ⅱ１－２（１）介助者』において、「父母」「祖父母」「配偶者（夫または妻）」「子ども」

「兄弟・姉妹」を選択した方】 

問７ あなたを介助している家族で、特に中心となっている方の年齢、性別をお答えください。 

①年齢（令和７年 10月末日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【年齢別／主な介助者の年齢】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「５０歳代」が 27.8％と最も高い 

▶ 介助者の平均年齢は 55.3 歳と前回調査から低下。これは前回調査に比べ、対象者（本

人）の年齢分布が比較的若い層に偏っていることが要因と考えられる 

▶ 対象者（本人）の年齢が上がるほど介助者の平均年齢も上がり、老老介護の状況もみら

れる 

  凡　例

今回調査 n = 449 55.3歳

前回調査 n = 1,123 59.2歳

平
均

0.2

0.2

1.1

1.8

9.6

9.0

24.9

15.3

27.8

19.1

17.8

23.1

14.3

19.9

2.9

7.7

1.3

3.9

１０歳代以下

２０歳代

３０歳代

４０歳代

５０歳代

６０歳代

７０歳代

８０歳代以上

無回答

（%）

  凡　例

全  体 n = 449 55.3歳

１８歳未満 n = 103 43.8歳

１８～３９歳 n = 204 55.3歳

４０～６４歳 n = 116 65.2歳

６５歳以上 n = 13 67.1歳

年
齢
別

平
均

0.2

0.9

1.1

2.0

9.6

26.2

5.9

1.7

15.4

24.9

57.3

16.2

8.6

27.8

15.5

39.7

21.6

7.7

17.8

27.0

19.0

23.1

14.3

7.4

39.7

23.1

2.9

0.5

7.8

23.1

1.3

1.0

1.5

0.9

7.7

１０歳代以下

２０歳代

３０歳代

４０歳代

５０歳代

６０歳代

７０歳代

８０歳代以上

無回答

（%）
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（３）主な介助者の性別 

 

【『Ⅱ１－２（１）介助者』において、「父母」「祖父母」「配偶者（夫または妻）」「子ども」

「兄弟・姉妹」を選択した方】 

問７ あなたを介助している家族で、特に中心となっている方の年齢、性別をお答えください。 

②性別（１つ選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「女性」が 80.4％と、「男性」の 14.5％を大きく上回る 

▶ 「男性」の介助者の割合は前回調査から約 9ポイント減で、より女性に介助が偏ってい

る状況がうかがえる 

  凡　例

今回調査 n = 449

前回調査 n = 1,123

14.5

23.7

80.4

73.1

2.7

0.6

2.2

0.2

2.6

男性 女性 回答したくない その他 無回答

（%）
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（４）主な介助者が介助を行えなくなった場合の対応 

 

【『Ⅱ１－２（１）介助者』において、「父母」「祖父母」「配偶者（夫または妻）」「子ども」

「兄弟・姉妹」を選択した方】 

問８ 現在、あなたを主に介助しているご家族が体調不良等で介助を行えなくなった場合、

どなたの介助を希望しますか。（１つ選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【年齢別／主な介助者が介助を行えなくなった場合の対応】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「他の家族や親せき・知人などに介助をお願いする」が 39.9％と最も高く、前回調査か

ら約 7ポイント上昇。一方、ホームヘルパーによる介助や施設入所など行政サービスに

よる支援を希望する方の割合は、前回調査から下降傾向 

▶ １８歳未満では「他の家族や親せき・知人などに介助をお願いする」が約７割を占める

一方、ホームヘルパーによる介助や施設入所などへのニーズは年齢が上がるほど高い 

  凡　例

全  体 n = 449

１８歳未満 n = 103

１８～３９歳 n = 204

４０～６４歳 n = 116

６５歳以上 n = 13

年
齢
別

39.9

69.9

29.4

28.4

53.8

13.4

7.8

13.2

18.1

7.7

16.3

11.7

18.1

18.1

23.1

27.4

10.7

33.8

32.8

15.4

2.9

4.9

2.6

0.2

0.5

他の家族や親せき・

知人などに

介助をお願いする

障害福祉サービス

を利用し、ホーム

ヘルパーなどに

介助をお願いする

施設に入所する

わからない

その他 無回答

（%）

  凡　例

今回調査 n = 449

前回調査 n = 1,123

39.9

33.1

13.4

25.2

16.3

20.0

27.4

15.0

2.9

3.2

0.2

3.4

他の家族や親せき・

知人などに

介助をお願いする

障害福祉サービス

を利用し、ホーム

ヘルパーなどに

介助をお願いする

施設に入所する

わからない

その他 無回答

（%）
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 ２   障がいの状況について 
 

２－１ 障がいの種類 

（１）障がいの種類 

 
 

問９ あなたの障がいの種類を教えてください。（あてはまるものすべて選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「知的障がい」が 70.4％で最も高く、次いで「身体障がい」が 33.1％ 

▶ 前回調査から「知的障がい」が 40ポイント近く上昇した一方、「身体障がい」は約 17ポ

イント下降 

知的障がい

身体障がい

発達障がい

精神障がい

難病（特定疾患）

高次脳機能障がい

無回答

70.4

33.1

20.2

17.8

4.3

1.5

-

-

32.2

50.3

18.1

19.5

13.2

1.8

1.8

0 20 40 60 80

1

2

3

4

5

6

7

今回調査 n = 791

前回調査 n = 2,151

（%）
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（２）身体障がいの種類 

 
 

【『Ⅱ２－１（１）障がいの種類』において、「身体障がい」を選択した方】 

問 10 身体障がいのある方に伺います。障がい種別は何ですか。 

（あてはまるものすべて選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「肢体不自由（下肢）」が 55.7％と最も高い。次いで「肢体不自由（上肢）」が 41.6％

と、肢体不自由が上位を占める 

▶ 前回調査と比較しても、これらの項目が上昇している 

肢体不自由（下肢）

肢体不自由（上肢）

肢体不自由（体幹）

音声・言語・そしゃく機能障がい

視覚障がい

聴覚障がい

内部障がい

平衡機能障がい

その他

無回答

55.7

41.6

15.6

10.3

8.8

7.6

6.9

1.1

6.9

14.1

-

43.1

24.7

13.1

6.8

10.4

6.8

15.3

3.0

5.0

18.6

0 20 40 60

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

今回調査 n = 262

前回調査 n = 1,082

（%）
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２－２ 手帳の所持状況 

（１）身体障害者手帳の所持状況 

 
 

問 11 あなたは身体障害者手帳をお持ちですか。（１つ選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）療育手帳の所持状況 

 
 

問 12 あなたは療育手帳をお持ちですか。（１つ選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 身体障害者手帳の所持率は 32.1％。前述の『２－１（１）障がいの種類』の回答状況と

連動して、こちらでも前回調査から所持率が下降 

▶ 所持している身体障害者手帳の等級は「１級」が 18.0％と最も高く、次いで「２級」が

6.4％と、重度（「１級」+「２級」）の占める割合が高い 

▶ 療育手帳の所持率は 73.5％。こちらも『２－１（１）障がいの種類』の回答状況と連動

して、前回調査から所持率が上昇 

▶ 所持している療育手帳の種類は「Ａ」が 40.6％、「Ｂ」が 32.9％と、重度の占める割合

が高い 

  凡　例

今回調査 n = 791

前回調査 n = 2,151

18.0

21.0

6.4

11.0

3.8

7.2

2.4

6.1

0.5

1.7

1.0

2.1

67.9

41.8 9.2

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

持っていない

無回答

（%）

  凡　例

今回調査 n = 791

前回調査 n = 2,151

40.6

17.7

32.9

17.9

26.5

56.7 7.7

Ａ Ｂ 持っていない 無回答

（%）
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（３）精神障害者保健福祉手帳の所持状況 

 
 

問 13 あなたは精神障害者保健福祉手帳をお持ちですか。（１つ選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２－３ 現在受けている医療的ケア 

 
 

問 14 あなたが現在受けている医療的ケアの状況についておたずねします。 

（あてはまるものすべて選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 精神障害者保健福祉手帳の所持率は 16.1％で、前回調査とおおむね同様の傾向 

▶ 所持している精神障害者保健福祉手帳の等級は「３級」が 7.3％と最も高く、次いで「２

級」が 6.8％、「１級」が 1.9％ 

▶ 「定期的に通院して診療・医療処置・カウンセリング等を受けている」が 48.4％と最も

高く、約２人に１人が回答。次いで「服薬管理を受けている」が 33.5％ 

▶ 回答割合に多少の違いはあるものの、全体傾向としては前回調査とおおむね同様 

定期的に通院して診療・医療処置・
カウンセリング等を受けている

服薬管理を受けている

医療器具等を使用している

訪問看護を受けている

在宅で医療処置を受けている

訪問診療を受けている

特にない

その他

無回答

48.4

33.5

3.9

3.0

2.5

1.6

34.5

4.0

-

-

54.7

24.9

6.6

4.2

2.0

3.3

25.1

3.9

5.0

0 20 40 60

1

2

3

4

5

6

7

8

9

今回調査 n = 791

前回調査 n = 2,151

（%）

  凡　例

今回調査 n = 791

前回調査 n = 2,151

1.9

2.1

6.8

8.8

7.3

6.9

83.9

72.3 9.9

１級 ２級 ３級 持っていない 無回答

（%）
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 ３   住まいや暮らしについて 
 

３－１ 現在の暮らし方 

 
 

問 15 あなたは現在どのように暮らしていますか。（１つ選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「家族と暮らしている」が 66.9％と最も高い 

▶ 前回調査と比較すると、「一人で暮らしている」の回答割合が半減し、「グループホーム」

の回答割合が約３倍に上昇 

▶ 難病・高次脳機能障がい・発達障がいの方では「家族と暮らしている」が９割前後であ

る一方、身体・知的・精神障がいの方では６割前後となり、「グループホーム」「福祉施

設」が１～２割 

  凡　例

今回調査 n = 791

前回調査 n = 2,151

6.1

12.6

66.9

67.9

16.3

5.5

9.2

9.8

0.1

2.5

0.9

0.7

0.5

1.0

一人で

暮らしている

家族と

暮らしている

グループホームで

暮らしている

福祉施設

（障害者支援施設、

高齢者支援施設）

で暮らしている

病院に

入院している
その他 無回答

（%）
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【障がい種別／現在の暮らし方】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  凡　例

全  体 n = 791

身体障がい n = 262

知的障がい n = 557

精神障がい n = 141

難病（特定疾患） n = 34

高次脳機能障がい n = 12

発達障がい n = 160

0 n = 

障
が
い
種
別

6.1

7.6

2.0

14.2

8.8

8.3

2.5

66.9

66.8

65.4

59.6

85.3

83.3

90.0

16.3

9.2

21.5

17.0

0.6

9.2

14.1

9.9

5.7

2.9

5.0

0.1

0.4

0.2

0.7

0.6

0.9

1.1

0.7

1.4

8.3

0.6

0.5

0.8

0.4

1.4

2.9

0.6

一人で

暮らしている

家族と

暮らしている

グループホームで

暮らしている

福祉施設

（障害者支援施設、

高齢者支援施設）

で暮らしている

病院に

入院している

その他

無回答

（%）
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３－２ 将来希望する暮らし方 

 
 

問 16 あなたは将来、どのように生活したいと思いますか。（１つ選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「家族と暮らしたい」が 39.6％と最も高い 

▶ 前回調査と比較すると、「家族と暮らしたい」の回答割合が下降し「グループホーム」が

上昇している 

▶ 知的障がいの方では、グループホームや福祉施設の希望者が４割以上を占める。身体障

がいの方でも福祉施設の希望者は目立ち、精神障がい・高次脳機能障がいの方では「一

人で暮らしたい」が３割以上と他の障がい種別に比べ高い 

▶ 今後も、現在と同様の暮らし方を希望する回答が多いが、家族と暮らしている方では「一

人で暮らしたい」「グループホーム」「福祉施設」もそれぞれ１割程度みられる 

  凡　例

今回調査 n = 791

前回調査 n = 2,151

15.7

15.8

39.6

48.3

19.5

7.9

15.5

17.2

0.5

1.8

9.2

5.3 3.7

一人で

暮らしたい

家族と

暮らしたい

グループホームで

暮らしたい

福祉施設

（障害者支援施設、

高齢者支援施設）

で暮らしたい

病院に

入院したい
その他 無回答

（%）
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【障がい種・現在の暮らし方別／将来希望する暮らし方】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  凡　例

全  体 n = 791

身体障がい n = 262

知的障がい n = 557

精神障がい n = 141

難病（特定疾患） n = 34

高次脳機能障がい n = 12

発達障がい n = 160

一人で
暮らしている

n = 48

家族と
暮らしている

n = 529

グループホームで
暮らしている

n = 129

福祉施設で
暮らしている

n = 73

病院に
入院している

n = 1

その他 n = 7

障
が
い
種
別

現
在
の
暮
ら
し
方
別

15.7

16.0

7.7

35.5

17.6

33.3

10.6

85.4

10.2

16.3

5.5

28.6

39.6

43.1

38.2

27.0

61.8

50.0

51.9

2.1

56.5

2.3

9.6

100.0

14.3

19.5

12.2

24.6

19.1

8.8

16.7

10.0

9.3

79.1

4.1

15.5

21.0

18.1

11.3

11.8

15.0

6.3

12.1

0.8

74.0

0.5

1.1

0.7

0.7

0.8

9.2

6.5

10.6

6.4

12.5

6.3

11.2

1.6

6.8

57.1

一人で

暮らしたい

家族と

暮らしたい

グループホームで

暮らしたい

福祉施設

（障害者支援施設、

高齢者支援施設）

で暮らしたい

病院に

入院したい

その他

無回答

（%）
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３－３ 地域で生活するために必要な支援 

 
 

問 17 地域で生活するためには、どの様な支援があればよいと思いますか。（３つまで選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「自分のことを理解し、継続的にかかわってくれる人の確保」が 35.4％と最も高い。次

いで「日中活動系の障害福祉サービスの充実」が 22.4％ 

▶ 回答割合に多少の違いはあるものの、全体傾向としては前回調査とおおむね同様 

▶ 高次脳機能障がい・発達障がいの方では「自分のことを理解し、継続的にかかわってく

れる人の確保」が、難病・発達障がいの方では「日中活動系の障害福祉サービスの充実」

が他の障がい種別に比べ高い 

▶ 「自分のことを理解し、継続的にかかわってくれる人の確保」「日中活動系の障害福祉

サービスの充実」は年齢層が下がるほど高くなり、特に「日中活動系の障害福祉サービ

スの充実」でその傾向が顕著 

▶ 一人で暮らしている方は相談体制の整備や一般住宅への入居支援が、家族と暮らしてい

る方では日中活動サービスが、福祉施設で暮らしている方では 24 時間ケアへのニーズ

が他の暮らし方に比べ高い 

自分のことを理解し、継続的にかかわって
くれる人の確保

日中活動系の障害福祉サービスの充実

身近な地域において、困ったときに気軽に
相談できる体制の整備

グループホームの増加

２４時間ケア（見守り）が行える体制の
整備

緊急一時宿泊サービスの拡充

同じ障がいのある人が集まれる場所

ひとり暮らしの練習ができる場所

一般住宅への入居の支援（保証人の確保等
を含む）

医療的ケアに対応したグループホーム

訪問系の障害福祉サービスの充実

自宅で医療的ケアを受けることができる
事業所等の増加

わからない

その他

無回答

35.4

22.4

19.1

16.6

15.7

14.0

12.6

12.4

12.3

11.8

11.3

4.3

21.7

3.5

-

-

40.2

18.5

27.3

11.5

16.4

11.8

13.3

8.8

12.7

13.9

14.6

11.6

11.3

2.6

5.0

0 20 40 60

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

今回調査 n = 791

前回調査 n = 2,151

（%）
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【障がい種・年齢・現在の暮らし方別／地域で生活するために必要な支援】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※全体の回答数上位 10 項目を抜粋 

 

  

(%)

ｎ

自
分
の
こ
と
を
理
解
し
、

継
続
的
に
か
か
わ
っ

て
く
れ
る

人
の
確
保

日
中
活
動
系
の
障
害
福
祉

サ
ー

ビ
ス
の
充
実

身
近
な
地
域
に
お
い
て
、

困
っ

た
と
き
に
気
軽
に
相
談

で
き
る
体
制
の
整
備

グ
ル
ー

プ
ホ
ー

ム
の
増
加

２
４
時
間
ケ
ア
（

見
守
り
）

が

行
え
る
体
制
の
整
備

緊
急
一
時
宿
泊
サ
ー

ビ
ス
の

拡
充

同
じ
障
が
い
の
あ
る
人
が

集
ま
れ
る
場
所

ひ
と
り
暮
ら
し
の
練
習
が

で
き
る
場
所

一
般
住
宅
へ
の
入
居
の
支
援

（

保
証
人
の
確
保
等
を
含
む
）

医
療
的
ケ
ア
に
対
応
し
た

グ
ル
ー

プ
ホ
ー

ム

791 35.4 22.4 19.1 16.6 15.7 14.0 12.6 12.4 12.3 11.8

身体障がい 262 34.4 24.4 17.9 11.1 21.8 22.9 13.7 8.0 12.6 15.3

知的障がい 557 33.4 23.2 14.5 18.7 18.1 15.3 9.7 10.1 7.4 13.8

精神障がい 141 44.0 22.0 29.8 10.6 12.8 8.5 17.0 19.9 24.1 7.8

難病（特定疾患） 34 17.6 41.2 11.8 20.6 17.6 32.4 2.9 2.9 14.7 23.5

高次脳機能障がい 12 58.3 25.0 8.3 25.0 8.3 - 16.7 33.3 16.7 -

発達障がい 160 49.4 38.1 23.8 25.0 10.6 21.3 18.1 19.4 11.9 6.3

１８歳未満 120 46.7 46.7 25.8 24.2 15.0 23.3 19.2 20.0 10.0 11.7

１８～３９歳 278 36.0 21.6 16.5 15.5 14.7 15.8 12.2 15.1 14.4 9.0

４０～６４歳 310 32.3 16.5 18.7 14.8 17.1 9.7 10.6 8.1 13.5 11.9

６５歳以上 69 29.0 8.7 18.8 11.6 15.9 8.7 11.6 5.8 2.9 21.7

一人で暮らしている 48 33.3 12.5 33.3 4.2 12.5 12.5 8.3 4.2 35.4 4.2

家族と暮らしている 529 36.9 28.2 20.4 18.7 14.0 19.1 13.4 13.6 11.9 9.3

グループホームで暮らしている 129 29.5 6.2 13.2 14.0 10.9 - 10.1 14.0 7.8 23.3

福祉施設で暮らしている 73 38.4 17.8 12.3 12.3 37.0 5.5 12.3 5.5 2.7 15.1

病院に入院している 1 100.0 - - - - - 100.0 100.0 - -

その他 7 28.6 - 14.3 28.6 28.6 - 28.6 - 28.6 -

年
齢
別

現
在
の
暮
ら
し
方
別

全  体

障
が
い
種
別
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３－４ いわき市の暮らしやすさ 

 
 

問 18 いわき市は障がい者にとって暮らしやすいまちだと思いますか。（１つ選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※グラフ右の数値は、以下のとおり２つの選択肢の回答割合を合算したもの 

暮らしやすいまちだと思う：「とても暮らしやすいまちだと思う」＋「暮らしやすいまちだと思う」 

暮らしやすいまちだと思わない：「あまり暮らしやすいまちだと思わない」＋「暮らしやすいまちだと思わない」 

なお、四捨五入の関係で、合算値が個々の回答割合の単純な足し上げ値と一致しない場合がある 

（以降、回答割合の合算値を表示している場合は同様の取り扱い） 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 《暮らしやすいまちだと思う》が 58.7％、《暮らしやすいまちだと思わない》が 41.3％

と、前回調査時から《暮らしやすいまちだと思う》が約 14ポイント上昇 

▶ 発達障がいの方では《暮らしやすいまちだと思わない》が約６割、難病の方では８割弱

と、他の障がい種別に比べ高い 

▶ 年齢が低いほど暮らしやすさへの評価は低く、１８歳未満では７割以上が《暮らしやす

いまちだと思わない》と回答 

▶ 四倉・久之浜・大久地区では《暮らしやすいまちだと思わない》が唯一半数以上 

  凡　例

今回調査 n = 791 58.7% 41.3%

前回調査 n = 2,151 45.0% 48.4%

暮
ら
し
や
す
い
ま
ち

だ
と
思
う

暮
ら
し
や
す
い
ま
ち

だ
と
思
わ
な
い

9.7

5.5

48.9

39.5

28.4

36.3

12.9

12.1 6.6

とても

暮らしやすい

まちだと思う

暮らしやすい

まちだと思う
あまり

暮らしやすい

まちだと思わない

暮らしやすい

まちだと思わない

無回答

（%）
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【障がい種・年齢・圏域別／いわき市の暮らしやすさ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  凡　例

全  体 n = 791 58.7% 41.3%

身体障がい n = 262 48.9% 51.1%

知的障がい n = 557 66.1% 33.9%

精神障がい n = 141 48.9% 51.1%

難病（特定疾患） n = 34 23.5% 76.5%

高次脳機能障がい n = 12 41.7% 58.3%

発達障がい n = 160 38.1% 61.9%

１８歳未満 n = 120 26.7% 73.3%

１８～３９歳 n = 278 59.7% 40.3%

４０～６４歳 n = 310 66.8% 33.2%

６５歳以上 n = 69 79.7% 20.3%

平地区 n = 280 64.6% 35.4%

小名浜地区 n = 192 54.2% 45.8%

勿来・田人地区 n = 128 50.8% 49.2%

常磐・遠野地区 n = 66 59.1% 40.9%

内郷・好間
・三和地区

n = 78 62.8% 37.2%

四倉・久之浜
・大久地区

n = 25 44.0% 56.0%

小川・川前地区 n = 12 58.3% 41.7%

いわき市外 n = 10 80.0% 20.0%

暮
ら
し
や
す
い
ま
ち

だ
と
思
わ
な
い

暮
ら
し
や
す
い
ま
ち

だ
と
思
う

障
が
い
種
別

年
齢
別

圏
域
別

9.7

5.7

12.0

7.8

16.7

3.1

0.8

12.2

10.6

13.0

7.5

14.6

10.2

12.1

6.4

20.0

48.9

43.1

54.0

41.1

23.5

25.0

35.0

25.8

47.5

56.1

66.7

57.1

39.6

40.6

47.0

56.4

44.0

58.3

60.0

28.4

34.7

24.1

32.6

47.1

25.0

46.3

48.3

29.1

21.9

15.9

23.2

32.3

34.4

24.2

29.5

40.0

25.0

20.0

12.9

16.4

9.9

18.4

29.4

33.3

15.6

25.0

11.2

11.3

4.3

12.1

13.5

14.8

16.7

7.7

16.0

16.7

とても

暮らしやすい

まちだと思う

暮らしやすい

まちだと思う
あまり

暮らしやすい

まちだと思わない

暮らしやすい

まちだと思わない

無回答

（%）
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 ４   日中活動や就労について 
 

４－１ 外出する時に困ること 

 
 

問 19 外出する時に困ることは何ですか。（３つまで選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

▶ 「公共交通機関が少ない、またはない」が 33.0％と最も高い。次いで「困った時にどう

すればいいのか心配」が 24.1％ 

▶ 回答割合に多少の違いはあるものの、全体傾向としては前回調査とおおむね同様 

▶ 発達がいの方では「困った時にどうすればいいのか心配」が、精神障がい・高次脳機能

障がいの方では「外出にお金がかかる」が、身体障がい・難病の方では「道路や駅に階

段や段差が多い」が、難病・高次脳機能障がいの方では「列車やバスの乗り降りが困難」

が、他の障がい種別に比べ目立つ 

▶「公共交通機関が少ない、またはない」は、内郷・好間・三和地区で高く、いわき市を《暮

らしやすいまちだと思わない》とした方での回答が目立つ 

公共交通機関が少ない、またはない

困った時にどうすればいいのか心配

外出にお金がかかる

介助者・外出支援サービスなどが確保
できない

道路や駅に階段や段差が多い

外出先の建物の設備が不便
（通路、トイレ、エレベーターなど）

周囲の目が気になる

列車やバスの乗り降りが困難

切符の買い方や乗換の方法がわかりにくい

発作など突然の身体の変化が心配

視覚障がい者や聴覚障がい者などに対応
した設備が少ない

標識などがわかりにくい（少ない）

特にない

その他

無回答

33.0

24.1

19.3

17.6

14.0

13.9

12.4

11.4

8.0

8.0

2.9

2.5

15.7

12.5

0.1

-

30.1

27.1

20.2

14.8

17.4

13.1

13.4

12.9

7.4

11.5

4.1

2.1

17.2

4.6

4.0

0 10 20 30 40

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

今回調査 n = 791

前回調査 n = 2,151

（%）
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【障がい種・圏域・市の暮らしやすさ別／外出する時に困ること】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※全体の回答数上位 10 項目を抜粋 

 

  

(%)

ｎ

公
共
交
通
機
関
が
少
な
い
、

ま
た
は
な
い

困
っ

た
時
に
ど
う
す
れ
ば

い
い
の
か
心
配

外
出
に
お
金
が
か
か
る

介
助
者
・
外
出
支
援
サ
ー

ビ
ス

な
ど
が
確
保
で
き
な
い

道
路
や
駅
に
階
段
や
段
差
が

多
い

外
出
先
の
建
物
の
設
備
が
不
便

（

通
路
、

ト
イ
レ
、

エ
レ
ベ
ー

タ
ー

な
ど
）

周
囲
の
目
が
気
に
な
る

列
車
や
バ
ス
の
乗
り
降
り
が

困
難

切
符
の
買
い
方
や
乗
換
の
方
法

が
わ
か
り
に
く
い

発
作
な
ど
突
然
の
身
体
の
変
化

が
心
配

791 33.0 24.1 19.3 17.6 14.0 13.9 12.4 11.4 8.0 8.0

身体障がい 262 26.7 16.8 16.8 23.7 31.7 30.9 9.2 18.7 5.0 10.3

知的障がい 557 26.9 26.0 14.4 20.1 12.7 13.6 11.5 10.8 7.7 7.5

精神障がい 141 49.6 22.0 33.3 14.2 9.9 9.9 15.6 10.6 7.8 12.8

難病（特定疾患） 34 44.1 8.8 17.6 14.7 44.1 29.4 11.8 32.4 5.9 8.8

高次脳機能障がい 12 41.7 8.3 33.3 8.3 25.0 33.3 16.7 41.7 8.3 -

発達障がい 160 40.6 41.3 23.8 20.0 8.1 11.3 23.8 10.0 11.9 7.5

平地区 280 35.7 25.7 17.1 18.9 12.9 12.1 10.4 11.4 7.1 8.2

小名浜地区 192 28.1 23.4 22.9 15.1 11.5 14.6 12.5 12.0 9.4 9.9

勿来・田人地区 128 28.9 23.4 18.8 18.0 15.6 14.1 16.4 11.7 8.6 6.3

常磐・遠野地区 66 34.8 18.2 27.3 16.7 16.7 12.1 10.6 12.1 4.5 4.5

内郷・好間・三和地区 78 42.3 29.5 15.4 20.5 16.7 17.9 10.3 6.4 6.4 9.0

四倉・久之浜・大久地区 25 32.0 24.0 12.0 12.0 20.0 20.0 28.0 20.0 20.0 12.0

小川・川前地区 12 33.3 8.3 25.0 25.0 8.3 8.3 16.7 8.3 - -

いわき市外 10 20.0 20.0 10.0 10.0 30.0 20.0 - 10.0 10.0 -

暮らしやすいまちだと思う 464 26.7 21.3 15.5 11.6 9.3 9.5 7.1 9.1 7.3 6.3

暮らしやすいまちだと思わない 327 41.9 28.1 24.8 26.0 20.8 20.2 19.9 14.7 8.9 10.4

圏
域
別

市
の
暮

ら
し
や

す
さ
別

全  体

障
が
い
種
別
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４－２ 日中の主な過ごし方 

 
 

問 20 あなたは、日中を主にどのように過ごしていますか。（１つ選択） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【調査種別／日中の主な過ごし方】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「福祉施設、作業所等に通っている」が 52.3％と最も高い 

▶ 前回調査時はコロナ禍による外出控え等の要因で「自宅で過ごしている」が最も高かっ

たが、今回調査では調査方法の違い※もあって「福祉施設、作業所等に通っている」が

大幅に上昇 ※前回調査は対象者の自宅等に直接調査票を郵送。今回調査は P.4 参照 

▶ 調査種別にみると、障がい者（18歳以上）では福祉施設等に通っている方が、障がい児

（18 歳未満）では保育園・幼稚園や特別支援学校などに通っている方の割合が高い 

会
社
勤
め
や
、

自
営
業
、

家
業

な
ど
で
収
入
を
得
て
仕
事
を

し
て
い
る

家
事
手
伝
い
や
ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア

な
ど
、

収
入
を
得
な
い
活
動
を

し
て
い
る

専
業
主
婦
（

主
夫
）

を
し
て
い
る

福
祉
施
設
、

作
業
所
等
に
通
っ

て

い
る
（

就
労
継
続
支
援
Ａ
型
も

含
む
）

病
院
な
ど
の
デ
イ
ケ
ア
に
通
っ

て

い
る

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー

シ
ョ

ン
を
受
け
て

い
る

自
宅
で
過
ご
し
て
い
る

入
所
し
て
い
る
施
設
や
病
院
等
で

過
ご
し
て
い
る

保
育
園
、

幼
稚
園
、

認
定
こ
ど
も

園
な
ど
に
通
っ

て
い
る

児
童
発
達
支
援
事
業
所
（

医
療
型

含
む
）

に
通
っ

て
い
る

小
・
中
学
校
（

通
常
学
級
）

に

通
っ

て
い
る

小
・
中
学
校
（

特
別
支
援
学
級
）

に
通
っ

て
い
る

特
別
支
援
学
校
（

小
中
学
部
）

に

通
っ

て
い
る

特
別
支
援
学
校
（

高
等
部
）

に

通
っ

て
い
る

高
校
、

職
業
訓
練
校
な
ど
に

通
っ

て
い
る

そ
の
他

無
回
答

10.3

0.9 1.2

61.8

1.6 0.6

7.3
10.6

- - - - - - -

5.7

-- - - - - - 1.7 -

10.7

1.7
5.0

24.8

33.9

20.7

- 1.7 -
0

20

40

60

80

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

障がい者 n = 670

障がい児 n = 121

（%）
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４－３ 就園・就学状況 

（１）療育や保育、学校教育について困っていること 

 
 

【『Ⅱ４－２ 日中の主な過ごし方』において、保育園・幼稚園・学校等に通っていると回答

した方】 

問 21 療育や保育、学校教育について困っている（または以前に困った）ことはありますか。 

（あてはまるものすべて選択） 

※障がい児（18歳未満）のみ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【市の暮らしやすさ別／療育や保育、学校教育について困っていること】 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「本人にとって望ましい進路が確保できるかどうか不安がある」が 65.8％と最も高く、

約３人中２人が回答。次いで「療育や教育、サービスなどの情報が得にくい」が 40.2％ 

▶ 回答割合に多少の違いはあるものの、全体傾向としては前回調査とおおむね同様 

▶ いわき市を《暮らしやすいまちだと思わない》方では「本人にとって望ましい進路が確

保できるかどうか不安がある」「送迎や学校での介助などの負担が大きい」「療育・訓練

を受ける機会が少ない」が高く、《暮らしやすいまちだと思う》方をともに 20 ポイント

前後上回る 

本人にとって望ましい進路が確保できるか
どうか不安がある

療育や教育、サービスなどの情報が
得にくい

送迎や学校での介助などの負担が大きい

教員の指導や支援などに不安がある

療育・訓練を受ける機会が少ない

友達との関係づくりがうまくできない

指導内容やカリキュラムがあわない

特に困っていることはない

その他

無回答

65.8

40.2
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28.2

17.9
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-

-
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が
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指
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は
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そ
の
他

無
回
答

117 65.8 40.2 35.9 29.9 28.2 17.9 6.8 13.7 4.3 -

暮らしやすいまちだと思う 33 51.5 33.3 18.2 21.2 12.1 15.2 6.1 27.3 3.0 -

暮らしやすいまちだと思わない 84 71.4 42.9 42.9 33.3 34.5 19.0 7.1 8.3 4.8 -

市
の
暮

ら
し
や

す
さ
別

全  体
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（２）通園・通学で希望する支援 

 
 

【『Ⅱ４－２ 日中の主な過ごし方』において、保育園・幼稚園・学校等に通っていると回答

した方】 

問 22 保育園・幼稚園・学校に通園・通学するにあたり、希望する（必要としていた）支援

はどのようなことですか。（３つまで選択） 

※障がい児（18歳未満）のみ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※選択肢「障がいの有無に関わらず、ともに学ぶことができる環境の整備」は前回調査では未聴取 

 

  

▶ 「放課後等デイサービスなど専門的な機関の整備」が 39.3％と最も高い 

▶ 前回調査と比較すると、教師や他の児童・生徒の理解、園・学園生活サポートなどへの

ニーズが下降している一方で、「放課後等デイサービスなど専門的な機関の整備」「障害

福祉サービス事業所など、外部の支援機関との連携」「生活訓練や職業訓練など専門的

な指導」へのニーズが高まっている 

放課後等デイサービスなど専門的な機関の
整備

送迎など、通園・通学サポート

障がい特性などに対応する、教師や他の
児童・生徒の理解と配慮

障がい特性などに合わせた環境の整備

障害福祉サービス事業所など、外部の
支援機関との連携

生活訓練や職業訓練など専門的な指導

障がいのある児童が利用できる放課後児童
クラブなどの整備

学習支援や介助など、園・学校生活
サポート

障がいの有無に関わらず、ともに学ぶこと
ができる環境の整備

投薬や喀痰吸引など医療的ケア

特にない

わからない

その他

無回答

39.3

36.8

34.2

28.2

25.6

23.9

18.8

17.9

17.1

-

3.4

1.7

0.9

-

-

28.5

33.5

46.9

27.3

12.7

14.6

22.3

35.4

-

1.9

5.0

3.1

1.9

1.5

0 20 40 60

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

今回調査 n = 117

前回調査 n = 260

（%）
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４－４ 就労状況 

（１）勤務形態 

 
 

【『Ⅱ４－２ 日中の主な過ごし方』において、「会社勤めや、自営業、家業などで収入を得

て仕事をしている」を選択した方】 

問 21 どの様な勤務形態で働いていますか。（１つ選択） 

※障がい者（18歳以上）のみ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「パート、アルバイト等の非常勤職員、派遣職員」が 49.3％と最も高い。正職員（短時

間勤務など含む）として就労している方は約４割 

▶ 前回調査と比較すると、「正職員で他の職員と勤務条件等に違いはない」が下降し、「パ

ート、アルバイト等の非常勤職員、派遣職員」が上昇 

  凡　例

今回調査 n = 69

前回調査 n = 242

24.6

36.0

15.9

8.3

49.3

33.5

7.2

12.0

2.9

8.3 2.1

正職員で他の職員

と勤務条件等に

違いはない

正職員であるが

短時間勤務などの

障がい者配慮がある

パート、

アルバイト等の

非常勤職員、

派遣職員

自営業、

家業など

その他 無回答

（%）
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（２）今後の就労意向 

 
 

【Ⅱ４－２ 日中の主な過ごし方』において、「会社勤めや、自営業、家業などで収入を得て

仕事をしている」以外を選択した方】 

問 22 あなたは今後、会社勤めや、自営業、家業などの仕事をしたいと思いますか。 

（１つ選択） 

※障がい者（18歳以上）のみ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 非就労者の今後の就労意向は「仕事をしたい」が 34.4％ 

▶ 前回調査と比較すると、対象者（本人）の年齢分布が比較的若い層に偏っていることも

あって「仕事をしたい」が上昇 

▶ 精神障がいの方では「仕事をしたい」が５割弱と高い 

▶ 「仕事をしたい」は年齢が低いほど高く、１８～３９歳では４割弱 

  凡　例

今回調査 n = 601

前回調査 n = 1,562

34.4

26.1

65.6

63.4 10.5

仕事をしたい
仕事はしたくない、

できない
無回答

（%）
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【障がい種・年齢別／今後の就労意向】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  凡　例

全  体 n = 601

身体障がい n = 204

知的障がい n = 456

精神障がい n = 108

難病（特定疾患） n = 15

高次脳機能障がい n = 9

発達障がい n = 82

１８歳未満 -

１８～３９歳 n = 240

４０～６４歳 n = 279

６５歳以上 n = 68

障
が
い
種
別

年
齢
別

34.4

27.9

29.2

47.2

26.7

55.6

37.8

37.5

33.3

26.5

65.6

72.1

70.8

52.8

73.3

44.4

62.2

62.5

66.7

73.5

仕事をしたい
仕事はしたくない、

できない
無回答

（%）
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（３）会社等の退職状況 

 
 

問 23 会社等（福祉施設や作業所等の通所は除く）を退職されたことがありますか。 

（１つ選択） 

※障がい者（18歳以上）のみ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 23-1 退職された理由は何ですか。（３つまで選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 会社等を「退職したことがある」人が 29.4％で、前回調査から大幅に下降しているが、

これは対象者（本人）の年齢分布の違いによるものと考えられる 

▶ 退職したことがある場合の理由は、「障がい状態の変化・体調の悪化」が 44.2％と最も

高い。前回調査と比較して「職場での人間関係」が上昇 

▶ 「職場での人間関係」は精神障がい・発達障がいの方で目立つ 

  凡　例

今回調査 n = 670

前回調査 n = 1,871

70.6

31.9

29.4

51.6 16.6

仕事をしたことが

ない・退職したこ

とがない
退職したことがある 無回答

（%）

障がい状態の変化・体調の悪化

職場での人間関係

障がいに対しての理解・配慮が不足して
いた、または無かった

会社からのリストラ・会社の倒産

仕事内容への不満

自身のスキル・能力の不足

契約期間の満了

給与や待遇への不満

結婚・出産・育児・介護

勤務時間・日数への不満

会社の将来性への不安

勤務地への不満

雇用形態への不満

その他

44.2

35.0

18.8

10.2

9.6

8.6

8.1

5.6

5.1

4.1

3.6

2.0

2.0

10.7

-

37.3

24.0

12.2

10.2

5.9

9.0

12.7

6.2

10.4

3.9

2.6

1.8

3.0

17.5

0 20 40 60

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

今回調査 n = 197

前回調査 n = 965

（%）
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【障がい種別／会社等の退職理由】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(%)

ｎ

障
が
い
状
態
の
変
化
・

体
調
の
悪
化

職
場
で
の
人
間
関
係

障
が
い
に
対
し
て
の
理
解
・

配
慮
が
不
足
し
て
い
た
、

ま
た
は
無
か
っ

た

会
社
か
ら
の
リ
ス
ト
ラ
・

会
社
の
倒
産

仕
事
内
容
へ
の
不
満

自
身
の
ス
キ
ル
・
能
力
の
不
足

契
約
期
間
の
満
了

給
与
や
待
遇
へ
の
不
満

結
婚
・
出
産
・
育
児
・
介
護

勤
務
時
間
・
日
数
へ
の
不
満

会
社
の
将
来
性
へ
の
不
安

勤
務
地
へ
の
不
満

雇
用
形
態
へ
の
不
満

そ
の
他

無
回
答

197 44.2 35.0 18.8 10.2 9.6 8.6 8.1 5.6 5.1 4.1 3.6 2.0 2.0 10.7 -

身体障がい 68 50.0 19.1 13.2 1.5 5.9 2.9 8.8 5.9 7.4 2.9 4.4 - 2.9 16.2 -

知的障がい 78 29.5 26.9 16.7 16.7 6.4 6.4 10.3 2.6 2.6 3.8 1.3 2.6 - 10.3 -

精神障がい 77 61.0 55.8 26.0 7.8 10.4 13.0 5.2 6.5 3.9 7.8 3.9 3.9 3.9 6.5 -

難病（特定疾患） 8 62.5 - 12.5 25.0 12.5 - - 12.5 25.0 - - - - - -

高次脳機能障がい 7 42.9 28.6 14.3 - 14.3 28.6 - - - - - - - 14.3 -

発達障がい 22 40.9 77.3 22.7 9.1 27.3 18.2 9.1 4.5 - 4.5 4.5 9.1 4.5 13.6 -

障
が
い
種
別

全  体
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（４）退職した会社等に勤務した期間 

 
 

【『Ⅱ４－４（３）会社等の退職状況』で「退職したことがある」を選択した方】 

問 24 前問（問 23）で退職された会社等に勤務した期間を教えてください。 

（就職後に障がいが発生した場合については、発生から退職までの期間。複数の勤務が

ある方は、直近の状況。）（１つ選択） 

※障がい者（18歳以上）のみ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 退職した会社等での勤務期間は「１年以上～５年未満」が 27.4％と最も高い。１年未満

での退職者は全体の約３割 

▶ これも、対象者（本人）の年齢分布の違いもあり、前回調査から「１０年以上」が下降 

  凡　例

今回調査 n = 197

前回調査 n = 965

16.2

7.7

5.1

3.6

11.2

5.9

27.4

24.6

18.8

11.9

21.3

34.8 11.5

３ヵ月未満

３ヵ月以上～

６ヵ月未満

６ヵ月以上～

１年未満

１年以上～

５年未満

５年以上～

１０年未満

１０年以上

無回答

（%）
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４－５ 障がい者の就労支援として必要だと思うこと 

 
 

【15 歳以上（高校生以上）の方】 

問 25/問 23 あなたは、障がい者の就労支援（障がい者が仕事に就くための援助）として、

どのようなことが必要だと思いますか。（３つまで選択） 

※ 問 25/問 23 のように質問番号を併記している場合、前者が障がい者（18 歳以上）の、後者が 

障がい児（18 歳未満）の調査票における番号であることを示す。以降のページも同様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「職場における障がい者理解」が 31.5％と最も高い。次いで「通勤手段の確保」「給料

の充実」など 

▶ 前回調査から「わからない」が上昇していることが目立つが、それ以外では回答割合に

多少の違いはあるものの、全体傾向としては前回調査とおおむね同様 

▶ 発達障がいの方では「職場における障がい者理解」が、難病・高次脳機能障がいの方で

は「通勤手段の確保」が、精神障がい・高次脳機能障がいの方では「短時間勤務や勤務

日数等の配慮」等が他の障がい種別に比べ高い 

▶ 就労している方では、非就労者に比べ障がい者理解や給料についてのニーズが高く、ど

ちらも約５～６割が回答 

職場における障がい者理解

通勤手段の確保

給料の充実

職場で介助や援助等が受けられること

短時間勤務や勤務日数等の配慮

就労後のフォローなど職場と支援機関の
連携

勤務場所におけるバリアフリー等の配慮

仕事についての職場外での相談対応、支援

在宅勤務の拡充

企業ニーズに合った就労訓練

特にない

わからない

その他

無回答

31.5

31.3

25.0

16.3

13.9

13.7

9.2

6.6

6.3

3.7

3.7

29.3

3.7

0.1

-

40.1

28.2

23.8

13.8

19.7

14.8

10.2

9.2

7.8

7.4

6.1

14.8

1.8

9.0

0 20 40 60

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

今回調査 n = 699

前回調査 n = 1,914

（%）
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【障がい種・就労の有無別／障がい者の就労支援として必要だと思うこと】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(%)

ｎ

職
場
に
お
け
る
障
が
い
者
理
解

通
勤
手
段
の
確
保

給
料
の
充
実

職
場
で
介
助
や
援
助
等
が

受
け
ら
れ
る
こ
と

短
時
間
勤
務
や
勤
務
日
数
等
の

配
慮

就
労
後
の
フ
ォ

ロ
ー

な
ど
職
場

と
支
援
機
関
の
連
携

勤
務
場
所
に
お
け
る
バ
リ
ア

フ
リ
ー

等
の
配
慮

仕
事
に
つ
い
て
の
職
場
外
で
の

相
談
対
応
、

支
援

在
宅
勤
務
の
拡
充

企
業
ニ
ー

ズ
に
合
っ

た

就
労
訓
練

特
に
な
い

わ
か
ら
な
い

そ
の
他

無
回
答

699 31.5 31.3 25.0 16.3 13.9 13.7 9.2 6.6 6.3 3.7 3.7 29.3 3.7 0.1

身体障がい 237 29.1 29.5 22.4 21.5 15.6 10.1 21.1 5.5 9.7 2.5 3.4 27.8 3.4 -

知的障がい 499 26.5 28.7 19.6 17.2 8.0 10.0 6.0 5.8 2.6 2.8 4.0 37.9 4.2 0.2

精神障がい 132 41.7 41.7 37.9 12.9 31.8 18.9 8.3 11.4 12.9 6.8 1.5 12.9 2.3 -

難病（特定疾患） 23 34.8 52.2 43.5 17.4 30.4 13.0 26.1 4.3 13.0 - - 8.7 4.3 -

高次脳機能障がい 11 27.3 63.6 36.4 9.1 18.2 9.1 9.1 - 27.3 - - 9.1 - -

発達障がい 107 49.5 40.2 33.6 18.7 14.0 26.2 5.6 3.7 6.5 4.7 2.8 19.6 1.9 0.9

就労している 69 60.9 30.4 55.1 13.0 27.5 20.3 11.6 15.9 15.9 7.2 2.9 2.9 1.4 -

就労していない 601 27.6 30.4 20.3 16.6 12.1 12.1 8.7 5.5 5.2 3.3 4.0 33.6 4.0 -

就
労
の

有
無
別

全  体

障
が
い
種
別
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 ５   障害福祉サービス等の利用について 
 

５－１ 現在の障害福祉サービス等の利用 

（１）現在利用している障害福祉サービスの有無 

 
 

問 26/問 24 あなたが現在利用している障害福祉サービスはありますか。（１つ選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 現在利用している障害福祉サービスがある人が 83.4％ 

▶ コロナ禍によるサービス利用控え等の影響もあった前回調査に比べ、サービス利用者の

割合が上昇 

  凡　例

今回調査 n = 791

前回調査 n = 2,151

16.6

30.9

83.4

65.2 3.9

利用している障害福祉

サービスはない

利用している障害福祉

サービスがある 無回答

（%）
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（２）現在利用している障害福祉サービス等 

 
 

【『Ⅱ５－１（１）現在利用している障害福祉サービスの有無』で「利用している障害福祉サ

ービスがある」を選択した方】 

問 26/問 24 あなたが現在利用している障害福祉サービス等を教えてください。 

（あてはまるものすべて選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※選択肢「就労選択支援」は令和７年 10 月からの新規サービスであり、前回調査では未聴取 

  

▶ 「生活介護」「就労継続支援」「共同生活援助（グループホーム）」「計画相談支援」など

の利用割合が比較的高く、前回調査と比べてもこれらのサービスの利用率が上昇 

計
画
相
談
支
援
（

児
童
分
も

含
む
）

地
域
移
行
支
援

地
域
定
着
支
援

児
童
発
達
支
援
（

医
療
型
含
む
）

居
宅
訪
問
型
児
童
発
達
支
援

放
課
後
等
デ
イ
サ
ー

ビ
ス

保
育
所
等
訪
問
支
援

コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー

シ
ョ

ン
支
援

日
常
生
活
用
具
の
利
用

移
動
支
援

訪
問
入
浴
サ
ー

ビ
ス

日
中
一
時
支
援

28.3

0.2 0.5
2.6

0.2

13.3

0.6 0.5

6.1 7.1

1.5

12.4

19.7

0.5 0.5

10.8

0.1

6.0

0.9 0.6

8.7

11.5
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0.6

4.1

30.5

1.2
2.4

13.6

2.1

20.5

9.8

14.5

2.1
4.3 3.4 3.5

22.5

8.8

-

4.2

21.4

1.9 2.6

10.1

4.0

10.3

14.1

0

10

20

30

40

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16

今回調査 n = 660

前回調査 n = 1,403

（%）



Ⅱ 調査結果（当事者調査） 

37 

 

５－２ 今後の障害福祉サービス等の利用 

（１）今後利用を変更・新規利用したいサービスの有無 

 
 

問 27/問 25 障害福祉サービス等のうち、今後（３年程度の間で）利用の量を変更したい、

または新たに利用したいサービスはありますか。（１つ選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 今後３年程度の間に「新たに利用したいサービスがある」「利用を増やす予定のサービ

スがある」人の割合が比較的高い 

▶ 前回調査に比べ「ない」が上昇しているが、前回は利用変更・新規利用希望がない人が

本質問に無回答のケースも多かった可能性が考えられる。変更希望がある人の割合は、

前回調査とおおむね同様の傾向 

現在は利用していないが、今後新たに利用
したいサービスがある

今後利用を増やす予定のサービスがある

今後利用を止める予定のサービスがある

今後利用を減らす予定のサービスがある

ない

無回答

15.7

7.7

1.5

0.5

76.5

-

-

10.7

6.4

1.4

1.0

55.5

26.1
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前回調査 n = 2,151

（%）



Ⅱ 調査結果（当事者調査） 

38 

 

（２）今後利用を変更・新規利用したいサービス 

 
 

【今後利用を変更・新規利用したいサービスがある方】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 利用変更・新規利用希望がある方のうち、減らす・止める予定と回答した方はそれぞれ

４人、12人にとどまる 

▶ 増やす予定、新たに利用する予定と回答した方はそれぞれ 61人、124人。増やす予定で

は「短期入所（ショートステイ）」「放課後等デイサービス」、新たに利用する予定では

「就労継続支援」「短期入所（ショートステイ）」「移動支援」の回答数が多い 
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介
護
（

ホ
ー

ム
ヘ
ル
プ
）

重
度
訪
問
介
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介
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５－３ 障害福祉サービス等を利用するときに不便なことや困ったこと 

 
 

【『Ⅱ５－１（１）現在利用している障害福祉サービスの有無』で「利用している障害福祉サ

ービスがある」を選択した方】 

問 28/問 26 障害福祉サービス等を利用するときに、何か不便なことや困ったことはありま

したか。（３つまで選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「特に困ったことはない」方が 53.5％と、前回調査から約 6ポイント上昇 

▶ 具体的な困りごとは「どこの事業者を選べばよいかわからない」が 11.5％と最も高い。

「利用したいサービスが利用できなかった」具体的なサービスとしては、短期入所、移

動支援などが目立つ 

▶ 回答割合に多少の違いはあるものの、全体傾向としては前回調査とおおむね同様 

▶ １８歳未満では「どこの事業者を選べばよいかわからない」が約４割と他の年齢に比べ

高く、「サービス量が不十分」もやや目立つ 

▶ 障害福祉サービス等に《満足していない》方は、いずれの選択肢も《満足している》方

に比べ高く、特に「サービス量が不十分」での差が目立つ 

どこの事業者を選べばよいかわからない

費用の自己負担が大きい

利用したいサービスが利用できなかった

サービスの具体的内容や利用方法などが
わからなかった

サービス量（時間、回数）が不十分

利用してトラブルがあった

契約の方法がわからなかった
（わかりにくかった）

利用したいが、障がいの種類または程度が
非該当だった

特に困ったことはない

その他

無回答
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【年齢・サービス満足度別／障害福祉サービス等を利用するときに不便なことや困ったこと】 
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サ
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ビ
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の
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用
方
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な
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ら
な
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っ

た

サ
ー

ビ
ス
量
（

時
間
、

回
数
）

が
不
十
分

利
用
し
て
ト
ラ
ブ
ル
が
あ
っ

た

契
約
の
方
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が
わ
か
ら
な
か
っ

た
（

わ
か
り
に
く
か
っ

た
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利
用
し
た
い
が
、

障
が
い
の

種
類
ま
た
は
程
度
が
非
該
当

だ
っ

た

特
に
困
っ

た
こ
と
は
な
い

そ
の
他

無
回
答

660 11.5 7.0 6.2 6.2 5.5 3.5 3.0 2.0 53.5 19.2 -

１８歳未満 96 39.6 15.6 12.5 10.4 18.8 3.1 4.2 7.3 27.1 11.5 -

１８～３９歳 235 7.2 3.8 6.4 4.7 3.4 5.1 1.7 1.7 54.9 23.4 -

４０～６４歳 259 6.6 6.9 5.0 5.4 2.7 2.3 3.9 0.8 59.5 19.7 -

６５歳以上 61 6.6 1.6 - 4.9 - 3.3 3.3 - 70.5 16.4 -

満足している 526 9.5 5.3 3.8 5.3 2.1 2.9 2.7 1.1 60.1 19.0 -

満足していない 134 19.4 13.4 15.7 9.7 18.7 6.0 4.5 5.2 27.6 20.1 -

サ
ー

ビ

ス
満
足

度
別

全  体

年
齢
別
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５－４ 障害福祉サービス等全般の満足度 

 
 

【『Ⅱ５－１（２）現在利用している障害福祉サービス等』において、いずれかのサービスを

選択した方】 

問 29/問 27 あなたは現在、障害福祉サービス等全般について満足していますか。 

（１つ選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※グラフ右の数値は、以下のとおり２つの選択肢の回答割合を合算したもの 

満足している：「満足している」＋「やや満足している」 

満足していない：「やや満足していない」＋「満足していない」 

 

 

【年齢別／障害福祉サービス等全般の満足度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ サービス利用者の約８割が《満足している》と評価し、前回調査から 10 ポイント以上

上昇 

▶ 《満足している》との評価は１８歳以上で約８～９割と高い一方、１８歳未満では７割

以下にとどまる 

  凡　例

全  体 n = 660 79.7% 20.3%

１８歳未満 n = 96 67.7% 32.3%

１８～３９歳 n = 235 82.6% 17.4%

４０～６４歳 n = 259 78.4% 21.6%

６５歳以上 n = 61 91.8% 8.2%

年
齢
別

満
足
し
て
い
る

満
足
し
て
い
な
い

32.1

26.0

30.2

32.8

45.9

47.6

41.7

52.3

45.6

45.9

13.9

20.8

10.6

16.6

4.9

6.4

11.5

6.8

5.0

3.3

満足している

やや満足している

やや満足していない

満足していない

無回答

（%）

  凡　例

今回調査 n = 660 79.7% 20.3%

前回調査 n = 1,403 68.9% 23.0%

満
足
し
て
い
る

満
足
し
て
い
な
い

32.1

25.9

47.6

43.0

13.9

14.2

6.4

8.8 8.2

満足している

やや満足している

やや満足していない

満足していない

無回答

（%）
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５－５ 障害福祉サービス等を利用していない理由 

 
 

【『Ⅱ５－１（１）現在利用している障害福祉サービスの有無』において、「利用している障

害福祉サービスはない」を選択した方】 

問 30/問 28 あなたが現在、障害福祉サービス等を利用していない理由は何ですか。 

（あてはまるものすべて選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「利用する必要がないから」が 45.0％と最も高いが、それ以外では「どのようなサービ

スがあるのかわからないから」「サービスに関する情報が少ない（入手しにくい）から」

などが上位 

▶ 前回調査から「利用する必要がないから」の下降が目立つが、それ以外では回答割合に

多少の違いはあるものの、全体傾向としてはおおむね同様 

利用する必要がないから

どのようなサービスがあるのかわからない
から

サービスに関する情報が少ない
（入手しにくい）から

利用したいサービスがないから

費用の自己負担が大きいから

どこの事業者を選べばよいかわからない
から

サービスの提供量が少なく、利用しにくい
から

送迎等で家族の負担が大きいから

利用についての相談先がないから

サービス利用のための申請や手続きが大変
だから

通所先や入所施設等での利用者間の人間
関係に不安があるから

契約の方法がわからないから

ヘルパーや施設職員等の障がいに対する
理解等に不安があるから

医療的ケア等を受け入れてもらえないこと
があるから

特に理由はない

その他

無回答
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５－６ 共生型サービスの利用 

 
 

問 31/問 29 あなたは、介護事業所（介護保険サービスで利用できる施設）で、共生型サー

ビス（もしくは介護保険サービス）を利用していますか。（１つ選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 32/問 30 介護事業所（介護保険サービスで利用できる施設）を利用していない理由を教

えてください。（１つ選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※選択肢「利用する必要がない」「わからない」は、「その他」を選んだ回答のうち、具体的記述を再分類のう

え新たに項目立てしたもの 

 

  

▶ 「利用している」は 14.7％で未利用者が全体の８割以上を占め、前回調査とおおむね同

様の傾向 

▶ 未利用の理由は「利用している施設を変えたくない」「利用者の年齢層」がともに２割

以上。その他の意見としては、「わからない」などと同様に共生型サービスの認知不足

に関連した意見が散見される 

  凡　例

今回調査 n = 675

前回調査 n = 1,587

22.7

18.9

8.3

9.1

25.0

15.6

9.0

16.8

3.6

6.7

31.4

21.2 11.7

利用している施設

を変えたくない

障がい特性に

対する配慮が不安

利用者の年齢層

利用する必要が

ない

わからない

その他

無回答

（%）

  凡　例

今回調査 n = 791

前回調査 n = 2,151

14.7

17.1

85.3

73.8 9.2

利用している 利用していない 無回答

（%）
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 ６   相談相手について 
 

６－１ 暮らしの中での悩みごとや困ったこと 

 
 

問 33/問 31 あなたは、暮らしのなかで、どのような悩みごとや困ったことがありますか。 

（３つまで選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「将来の援助・介護のこと」が 29.5％と最も高く、次いで「経済的なこと」が 22.8％ 

▶ 回答割合に多少の違いはあるものの、全体傾向としては前回調査とおおむね同様 

▶ １８歳未満では「将来の援助・介護のこと」「就労のこと」「教育・学習のこと」が他の

年齢に比べ高い 

将来の援助・介護のこと

経済的なこと

就労のこと

家庭生活のこと

医療のこと

趣味や生きがいをもつこと

教育・学習のこと

交通機関のこと

現在の援助・介護のこと

友人や相談相手をもつこと

親など家族の介護のこと

必要な情報を得ること

リハビリテーションのこと

地域の理解を得ること

社会参加のこと

住宅のこと

結婚のこと

子どものこと

特に困ったことはない

その他

無回答
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【年齢別／暮らしの中での悩みごとや困ったこと】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※全体の回答数上位 10 項目を抜粋 

 

 

  

(%)

ｎ

将
来
の
援
助
・
介
護
の
こ
と

経
済
的
な
こ
と

就
労
の
こ
と

家
庭
生
活
の
こ
と

医
療
の
こ
と

趣
味
や
生
き
が
い
を
も
つ
こ
と

教
育
・
学
習
の
こ
と

交
通
機
関
の
こ
と

現
在
の
援
助
・
介
護
の
こ
と

友
人
や
相
談
相
手
を
も
つ
こ
と

791 29.5 22.8 17.1 11.6 11.5 8.8 8.7 7.0 6.1 5.8

１８歳未満 120 43.3 26.7 40.8 12.5 10.0 10.8 41.7 0.8 4.2 12.5

１８～３９歳 278 28.1 20.1 16.5 14.7 11.5 10.1 3.6 8.3 7.2 5.0

４０～６４歳 310 26.5 26.1 11.3 10.3 11.0 8.1 1.0 8.7 6.1 4.2

６５歳以上 69 20.3 11.6 - 5.8 15.9 4.3 2.9 4.3 2.9 4.3

年
齢
別

全  体
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６－２ 悩みごとや困ったことなどの相談相手 

 
 

問 34/問 32 あなたは、普段、悩みごとや困ったことなどをどなたに相談しますか。 

（３つまで選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「家族」が 55.1％と最も高く、次いで「施設の支援員など」が 40.7％ 

▶ 前回調査と比較すると、「家族」が約 10 ポイント下降し、「施設の支援員など」が約 17

ポイント上昇 

▶ いずれの障がい種でも「家族」が最も高いが、知的障がいの方では「施設の支援員など」、

高次脳機能障がいの方では「友人・知人」、精神障がいの方では「かかりつけの医師や看

護師」なども目立つ 

家族

施設の支援員など

友人・知人

相談支援事業所などの相談窓口

かかりつけの医師や看護師

ホームヘルパーなどサービス事業所の人

通園施設や保育所、幼稚園、学校の先生

職場の上司や同僚

相談先がわからない

地区保健福祉センターなどの行政機関の
相談窓口

親せき

インターネット・ＳＮＳ(パソコンや
スマートフォンなどを利用して)

病院のケースワーカーや介護保険の
ケアマネジャー

その他

無回答

55.1

40.7

11.1

10.7

10.1

7.2

6.3

5.6

5.4

4.9

3.3

3.2

2.5

9.6

-

-

64.9

23.8

17.2

7.9

16.8

7.5

5.3

4.8

2.3

7.1

7.0

2.9

7.7

4.3

4.9
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前回調査 n = 2,151

（%）
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【障がい種別／悩みごとや困ったことなどの相談相手】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(%)

ｎ

家
族

施
設
の
支
援
員
な
ど

友
人
・
知
人

相
談
支
援
事
業
所
な
ど
の
相
談

窓
口

か
か
り
つ
け
の
医
師
や
看
護
師

ホ
ー

ム
ヘ
ル
パ
ー

な
ど

サ
ー

ビ
ス
事
業
所
の
人

通
園
施
設
や
保
育
所
、

幼
稚
園
、

学
校
の
先
生

職
場
の
上
司
や
同
僚

地
区
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー

な
ど

の
行
政
機
関
の
相
談
窓
口

親
せ
き

イ
ン
タ
ー

ネ
ッ

ト
・
Ｓ
Ｎ
Ｓ

(

パ
ソ
コ
ン
や
ス
マ
ー

ト

フ
ォ

ン
な
ど
を
利
用
し
て

)

病
院
の
ケ
ー

ス
ワ
ー

カ
ー

や

介
護
保
険
の
ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー

相
談
先
が
わ
か
ら
な
い

そ
の
他

無
回
答

791 55.1 40.7 11.1 10.7 10.1 7.2 6.3 5.6 4.9 3.3 3.2 2.5 5.4 9.6 -

身体障がい 262 57.3 33.6 17.9 11.5 11.1 7.6 4.2 5.7 5.7 3.8 5.3 6.1 3.8 10.3 -

知的障がい 557 51.7 48.3 5.9 11.8 6.8 7.7 6.1 3.8 4.3 2.3 0.9 1.8 5.9 10.2 -

精神障がい 141 48.9 36.2 19.1 10.6 26.2 10.6 3.5 8.5 7.1 5.0 7.1 3.5 5.7 7.8 -

難病（特定疾患） 34 67.6 20.6 26.5 20.6 11.8 8.8 11.8 2.9 2.9 5.9 14.7 5.9 2.9 2.9 -

高次脳機能障がい 12 75.0 33.3 41.7 16.7 - 8.3 16.7 8.3 - - 16.7 - - 8.3 -

発達障がい 160 73.8 32.5 5.0 12.5 13.1 2.5 20.0 5.0 6.3 5.6 3.8 - 4.4 9.4 -

障
が
い
種
別

全  体
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６－３ 行政機関や民間の相談窓口を利用する際に困ること 

 
 

問 35/問 33 行政機関（地区保健福祉センターなど）や民間（相談支援事業所など）の相談

窓口を利用するときに、困ることはありますか。（あてはまるものすべて選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【年齢別／行政機関や民間の相談窓口を利用する際に困ること】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「特にない」が全体の５割弱。具体的な困りごとは「どこに相談すればよいかわかりに

くかったり、いくつもの相談窓口を転々とさせられる」が 17.7％で最も高い 

▶ 回答割合に多少の違いはあるものの、全体傾向としては前回調査とおおむね同様 

▶ １８歳未満では「どこに相談すればよいかわかりにくかったり、いくつもの相談窓口を

転々とさせられる」「相談できないことや長時間待たされることがある」が他の年齢に

比べ高い 

どこに相談すればよいかわかりにくかったり、
いくつもの相談窓口を転々とさせられる

相談窓口での意思疎通が困難

相談窓口への交通の便が悪く、出かけていく
ことが大変である

休日や夜間などに対応してもらえない

担当者の不在などで、相談できないことや
長時間待たされることがある

特にない

その他

無回答

17.7

11.4

11.1

9.7

8.3

48.9

16.3

-

-

18.4

11.2

15.5

9.3

7.2

47.7

5.3

9.7

0 20 40 60

1

2

3

4

5

6

7

8

今回調査 n = 791

前回調査 n = 2,151

（%）

(%)

ｎ

ど

こ

に

相

談

す

れ

ば

よ

い

か

わ

か

り

に

く

か
っ

た

り
、

い

く

つ

も

の

相

談

窓

口

を

転

々

と

さ

せ

ら

れ

る

相

談

窓

口

で

の

意

思

疎

通

が

困

難

相

談

窓

口

へ

の

交

通

の

便

が

悪

く
、

出

か

け

て

い

く

こ

と

が

大

変

で

あ

る

休

日

や

夜

間

な

ど

に

対

応

し

て

も

ら

え

な

い

担

当

者

の

不

在

な

ど

で
、

相

談

で

き

な

い

こ

と

や

長

時

間

待

た

さ

れ

る

こ

と

が

あ

る

特

に

な

い

そ

の

他

無

回

答

791 17.7 11.4 11.1 9.7 8.3 48.9 16.3 -

１８歳未満 120 39.2 15.0 5.0 16.7 20.0 40.8 10.8 -

１８～３９歳 278 12.6 14.0 10.8 5.8 6.8 47.5 21.2 -

４０～６４歳 310 14.2 10.0 14.2 11.6 6.8 48.4 16.5 -

６５歳以上 69 10.1 2.9 10.1 5.8 1.4 72.5 8.7 -

年

齢

別

全  体
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 ７   情報の入手について 
 

７－１ 障害福祉サービス等に関する情報の入手手段 

 
 

問 36/問 34 あなたは障がいのことや障害福祉サービス等に関する情報を、どこから知るこ

とが多いですか。（３つまで選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「障害福祉サービス事業所の人や施設職員」が 43.9％と最も高く、次いで「インターネ

ット・ＳＮＳ」が 22.5％ 

▶ 前回調査と比較すると、「障害福祉サービス事業所の人や施設職員」が約 12ポイント上

昇している一方、「家族や親せき、友人・知人」ほか多くの項目でやや下降 

▶ 障がい種別にみると、特に「インターネット・ＳＮＳ」での差が目立ち、難病の方では

５割弱の回答がみられる一方、身体障がいの方では２割程度、知的障がいの方では１割

程度にとどまる 

▶ 年齢が高いほど、紙媒体（本や新聞、行政機関の広報誌等）からの入手が高く、年齢が

低いほど「インターネット・ＳＮＳ」「家族や親せき、友人・知人」「通所施設や保育所、

幼稚園、学校の先生」が高い傾向にある 

障害福祉サービス事業所の人や施設職員

インターネット・ＳＮＳ(パソコンや
スマートフォンなどを利用して)

家族や親せき、友人・知人

本や新聞、雑誌の記事、テレビやラジオの
ニュース

通所施設や保育所、幼稚園、学校の先生

相談支援事業所などの相談窓口

「広報いわき」などの行政機関の広報誌

かかりつけの医師や看護師

地区保健福祉センターなどの行政機関の
相談窓口

病院のケースワーカーや介護保険の
ケアマネジャー

障がい者団体や家族会（団体の機関紙
など）

その他

無回答

43.9

22.5

18.8

12.5

12.0

11.4

11.0

7.0

6.8

3.9

3.2

16.7

-

-

31.5

17.3

24.5

20.4

9.1

11.0

17.5

14.2

14.2

12.3

2.6

4.8

5.5
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【障がい種・年齢別／障害福祉サービス等に関する情報の入手手段】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(%)

ｎ

障
害
福
祉
サ
ー

ビ
ス
事
業
所
の

人
や
施
設
職
員

イ
ン
タ
ー

ネ
ッ

ト
・
Ｓ
Ｎ
Ｓ

(

パ
ソ
コ
ン
や
ス
マ
ー

ト

フ
ォ

ン
な
ど
を
利
用
し
て

)

家
族
や
親
せ
き
、

友
人
・
知
人

本
や
新
聞
、

雑
誌
の
記
事
、

テ
レ
ビ
や
ラ
ジ
オ
の
ニ
ュ
ー

ス

通
所
施
設
や
保
育
所
、

幼
稚
園
、

学
校
の
先
生

相
談
支
援
事
業
所
な
ど
の
相
談

窓
口

「

広
報
い
わ
き
」

な
ど
の
行
政

機
関
の
広
報
誌

か
か
り
つ
け
の
医
師
や
看
護
師

地
区
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー

な
ど

の
行
政
機
関
の
相
談
窓
口

病
院
の
ケ
ー

ス
ワ
ー

カ
ー

や

介
護
保
険
の
ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー

障
が
い
者
団
体
や
家
族
会

（

団
体
の
機
関
紙
な
ど
）

そ
の
他

無
回
答

791 43.9 22.5 18.8 12.5 12.0 11.4 11.0 7.0 6.8 3.9 3.2 16.7 -

身体障がい 262 38.5 24.4 19.5 15.3 8.4 11.5 13.4 9.5 8.4 6.5 5.7 12.6 -

知的障がい 557 48.8 12.0 18.7 10.2 12.7 13.3 7.9 4.1 6.3 2.7 2.7 22.3 -

精神障がい 141 47.5 42.6 17.7 12.8 6.4 11.3 14.2 17.0 9.2 5.7 0.7 5.0 -

難病（特定疾患） 34 32.4 47.1 20.6 20.6 14.7 20.6 20.6 14.7 8.8 11.8 11.8 2.9 -

高次脳機能障がい 12 33.3 41.7 16.7 16.7 8.3 8.3 - 8.3 8.3 8.3 - 8.3 -

発達障がい 160 46.3 32.5 29.4 9.4 28.1 13.1 15.6 8.1 7.5 3.1 4.4 6.3 -

１８歳未満 120 46.7 40.8 27.5 8.3 34.2 10.0 15.0 10.0 10.8 2.5 5.0 4.2 -

１８～３９歳 278 39.2 20.9 25.9 11.5 6.8 13.3 11.9 6.8 6.8 4.3 3.2 19.8 -

４０～６４歳 310 44.8 19.4 11.3 14.2 7.4 11.6 8.1 6.8 5.8 3.9 2.6 19.4 -

６５歳以上 69 53.6 11.6 7.2 17.4 4.3 4.3 14.5 4.3 4.3 5.8 2.9 17.4 -

年
齢
別

全  体

障
が
い
種
別
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７－２ 情報の入手やコミュニケーションをとるうえで困ること 

 
 

問 37/問 35 あなたは情報を入手したり、コミュニケーションをとるうえで困ることはあり

ますか。（あてはまるものすべて選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※選択肢「手話を理解する人が少ない」は前回調査では未聴取 

 

 

  

▶ 「うまく話や質問ができない、自分の思いを伝えることを控えてしまう」が 30.3％と最

も高い 

▶ 前回調査と比較すると「パソコン・スマートフォン・タブレット等の使い方がわからな

い」の下降が目立つが、これは前回調査に比べ対象者（本人）の年齢分布が比較的若い

層に偏っていることが要因と考えられる。それ以外では回答割合に多少の違いはあるも

のの、全体傾向としては前回調査とおおむね同様 

▶ 発達障がいの方では、うまく話や質問ができない、状況判断や複雑な文章表現等が困難

（わかりにくい）との回答が他の障がい種別に比べ高い 

うまく話や質問ができない、自分の思いを
伝えることを控えてしまう

状況判断が困難なので、説明されても相手
の意思や情報を正しく把握できない

難しい言葉や早口で話をされるとわかりに
くい

読むことが難しかったり、複雑な文章表現
がわかりにくい

相手と直接顔をあわせて話すのが苦手

パソコン・スマートフォン・タブレット等
の使い方がわからない

案内表示がわかりにくい

相手が介助者と話してしまう

音声情報や文字情報が少ない

Ｗｅｂが音声読み上げソフトや拡大ソフト
に対応していない

問い合わせ先の情報にＦＡＸ番号やメール
アドレスの記載がない

手話を理解する人が少ない

特に困ることはない

その他

無回答
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【障がい種別／情報の入手やコミュニケーションをとるうえで困ること】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(%)

ｎ

う
ま
く
話
や
質
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が
で
き
な

い
、

自
分
の
思
い
を
伝
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こ
と
を
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し
ま
う
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で
、

説
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さ
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て
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握
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な
い

難
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い
言
葉
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早
口
で
話
を

さ
れ
る
と
わ
か
り
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く
い

読
む
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と
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か
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た
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文
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に

く
い

相
手
と
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あ
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話
す
の
が
苦
手

パ
ソ
コ
ン
・
ス
マ
ー

ト
フ
ォ

ン

・
タ
ブ
レ
ッ

ト
等
の
使
い
方
が

わ
か
ら
な
い

案
内
表
示
が
わ
か
り
に
く
い

相
手
が
介
助
者
と
話
し
て

し
ま
う

音
声
情
報
や
文
字
情
報
が

少
な
い

Ｗ
ｅ
ｂ
が
音
声
読
み
上
げ

ソ
フ
ト
や
拡
大
ソ
フ
ト
に
対
応

し
て
い
な
い

問
い
合
わ
せ
先
の
情
報
に

Ｆ
Ａ
Ｘ
番
号
や
メ
ー

ル

ア
ド
レ
ス
の
記
載
が
な
い

手
話
を
理
解
す
る
人
が
少
な
い

特
に
困
る
こ
と
は
な
い

そ
の
他

無
回
答

791 30.3 24.1 22.3 22.1 13.7 8.1 6.8 4.2 3.8 2.4 1.9 1.3 30.1 14.2 -

身体障がい 262 22.9 19.8 17.6 13.0 6.9 6.1 7.3 5.3 6.5 2.3 2.3 3.4 30.2 16.4 -

知的障がい 557 31.4 28.0 24.1 25.3 11.5 9.2 5.6 4.7 2.5 2.2 1.6 0.2 27.6 18.3 -

精神障がい 141 29.8 16.3 18.4 19.1 19.9 8.5 9.2 1.4 5.0 4.3 3.5 - 33.3 8.5 -

難病（特定疾患） 34 20.6 23.5 17.6 23.5 2.9 5.9 11.8 - 5.9 2.9 - - 35.3 14.7 -

高次脳機能障がい 12 33.3 16.7 16.7 8.3 8.3 - 8.3 - - - 8.3 8.3 41.7 - -

発達障がい 160 46.9 39.4 25.0 35.6 21.3 8.1 8.8 3.8 3.8 3.1 1.9 - 20.0 9.4 -

障
が
い
種
別

全  体
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７－３ 福祉に関する情報を十分に得られているか 

 
 

問 38/問 36 あなたは現在、福祉に関する情報を十分に得られていると思いますか。 

（１つ選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※グラフ右の数値は、以下のとおり２つの選択肢の回答割合を合算したもの 

十分に得られている：「とてもそう思う」＋「ある程度そう思う」 

十分に得られていない：「あまりそう思わない」＋「まったくそう思わない」 

 

 

【障がい種別／福祉に関する情報を十分に得られているか】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 《十分に得られている》52.1％と過半数を占めるが、《十分に得られていない》との差は

わずかで拮抗 

▶ 前回調査と比較すると、《十分に得られている》が約 10 ポイント上昇 

▶ 難病・発達障がいの方では《十分に得られていない》が《十分に得られている》を上回

っている 

  凡　例

全  体 n = 791 52.1% 47.9%

身体障がい n = 262 50.0% 50.0%

知的障がい n = 557 55.3% 44.7%

精神障がい n = 141 51.1% 48.9%

難病（特定疾患） n = 34 41.2% 58.8%

高次脳機能障がい n = 12 83.3% 16.7%

発達障がい n = 160 40.6% 59.4%

障
が
い
種
別

十
分
に

得
ら
れ
て
い
る

十
分
に

得
ら
れ
て
い
な
い

6.8

4.6

8.3

7.1

16.7

2.5

45.3

45.4

47.0

44.0

41.2

66.7

38.1

37.5

40.8

34.3

35.5

44.1

16.7

49.4

10.4

9.2

10.4

13.5

14.7

10.0

とても

そう思う

ある程度

そう思う

あまり

そう思わない

まったく

そう思わない
無回答

（%）

  凡　例

今回調査 n = 791 52.1% 47.9%

前回調査 n = 2,151 42.5% 51.8%

十
分
に

得
ら
れ
て
い
な
い

十
分
に

得
ら
れ
て
い
る

6.8

4.6

45.3

37.9

37.5

40.1

10.4

11.8 5.7

とても

そう思う

ある程度

そう思う

あまり

そう思わない

まったく

そう思わない
無回答

（%）
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７－４ 今後充実してほしい情報 

 
 

問 39/問 37 あなたは、今後どのような情報を充実してほしいと思いますか。 

（あてはまるものすべて選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「困ったときの相談機関・場所の情報」「福祉サービスの具体的内容や利用方法などに

関する情報」がともに４割前後とニーズが高い 

▶ 前回調査と比較すると、多くの選択肢で回答割合が下降しているが、全体傾向としては

前回とおおむね同様 

▶ 多くの項目で精神障がい・難病・発達障がいの方の回答割合が高い傾向があるが、精神

障がいの方では「就職」、難病の方では「災害時対応」「医療機関」に対するニーズが特

に目立つ 

▶ １８歳未満では発達障がいの方が多くを占めることから、発達障がいの方と同様の回答

傾向にあり、多くの項目で年齢が低いほど各情報に関するニーズが高い傾向にある 

▶ 情報が《十分に得られていない》と感じる方では、《十分に得られている》と感じる方に

比べ特に「相談機関」「福祉サービス」「社会情勢・福祉制度」「災害時対応」へのニーズ

が高い 

困ったときの相談機関・場所の情報

福祉サービスの具体的内容や利用方法など
に関する情報

社会情勢や福祉制度の変化に関する情報

災害時の対応についての情報

就職に関する情報

医療機関に関する情報

特にない

その他

無回答

41.3

37.9

21.0

20.7

18.2

18.1

21.9

12.4

-

-

48.3

48.5

26.4

29.8

15.9

25.3

13.4

1.7

6.4

0 20 40 60

1

2

3

4

5

6

7

8

9

今回調査 n = 791

前回調査 n = 2,151

（%）
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【障がい種・年齢・情報の入手別／今後充実してほしい情報】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(%)

ｎ

困
っ

た
と
き
の
相
談
機
関
・

場
所
の
情
報

福
祉
サ
ー

ビ
ス
の
具
体
的
内
容

や
利
用
方
法
な
ど
に
関
す
る
情

報 社
会
情
勢
や
福
祉
制
度
の
変
化

に
関
す
る
情
報

災
害
時
の
対
応
に
つ
い
て
の

情
報

就
職
に
関
す
る
情
報

医
療
機
関
に
関
す
る
情
報

特
に
な
い

そ
の
他

無
回
答

791 41.3 37.9 21.0 20.7 18.2 18.1 21.9 12.4 -

身体障がい 262 40.1 49.2 22.9 26.0 13.0 22.5 14.5 12.2 -

知的障がい 557 35.0 32.1 16.9 20.1 12.0 15.6 24.8 16.3 -

精神障がい 141 56.0 49.6 29.1 22.0 34.8 26.2 13.5 2.8 -

難病（特定疾患） 34 50.0 58.8 32.4 35.3 11.8 38.2 5.9 - -

高次脳機能障がい 12 25.0 33.3 16.7 16.7 8.3 8.3 50.0 - -

発達障がい 160 55.6 48.8 38.8 20.6 37.5 25.0 11.9 7.5 -

１８歳未満 120 63.3 55.0 40.8 25.0 43.3 30.8 5.0 3.3 -

１８～３９歳 278 36.3 36.3 22.3 22.3 18.7 18.3 20.1 17.3 -

４０～６４歳 310 38.4 34.8 14.5 18.4 11.3 14.8 25.2 13.5 -

６５歳以上 69 31.9 24.6 11.6 13.0 - 10.1 44.9 5.8 -

十分に得られている 412 29.9 26.5 12.6 13.8 14.3 12.9 27.2 20.4 -

十分に得られていない 379 53.8 50.4 30.1 28.2 22.4 23.7 16.1 3.7 -

年
齢
別

情
報
の

入
手
別

全  体

障
が
い
種
別
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 ８   権利擁護について 
 

８－１ 差別について 

（１）ここ５年以内に差別を受けた経験 

 
 

問 40/問 38 あなたは、障がいがあることで嫌な思いをする（した）ことが、ここ５年以内

でありますか。（１つ選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「ある」は 28.1％で、「少しある」（18.6％）とあわせると、46.6％がここ５年以内で差

別を受けた経験を持つ 

▶ 前回調査と比較して「ある」が微増 

▶ 知的障がいの方を除き、差別を受けた経験を持つ人が過半数を占める 

▶ いわき市を《暮らしやすいまちだと思わない》人では約７割が差別を受けた経験を持つ 

  凡　例

今回調査 n = 791

前回調査 n = 2,151

28.1

22.8

18.6

19.9

53.4

47.8 9.5

ある 少しある ない 無回答

（%）
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【障がい種・市の暮らしやすさ別／ここ５年以内に差別を受けた経験】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  凡　例

全  体 n = 791

身体障がい n = 262

知的障がい n = 557

精神障がい n = 141

難病（特定疾患） n = 34

高次脳機能障がい n = 12

発達障がい n = 160

暮らしやすいまち
だと思う

n = 464

暮らしやすいまち
だと思わない

n = 327

障
が
い
種
別

市
の
暮
ら
し

や
す
さ
別

28.1

28.6

20.6

48.2

35.3

25.0

46.9

15.5

45.9

18.6

22.9

16.5

19.9

32.4

41.7

22.5

14.7

24.2

53.4

48.5

62.8

31.9

32.4

33.3

30.6

69.8

30.0

ある 少しある ない 無回答

（%）
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（２）ここ５年以内に差別を受けた場所 

 
 

【『Ⅱ８－１（１）ここ５年以内に差別を受けた経験』において、「ある」または「少しある」

を選択した方】 

問 41/問 39 どのような場所で差別や嫌な思いをしましたか。（あてはまるものすべて選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 差別を受けた場所は「店舗やレストランなど」が 32.0％と最も高い 

▶ 前回調査と比較すると、保育所・幼稚園・学校やレジャー施設などの上昇が目立つ 

▶ 発達障がいの方では（１８歳未満が多いため）「保育所・幼稚園・学校」が、精神障がい

の方では「会社等（求職を含む）」が、他の障がい種別に比べ高い 

店舗やレストランなど

保育所・幼稚園・学校

住んでいる地域

病院などの医療機関

レジャー施設など

福祉施設や作業所など

会社等（求職を含む）

行政機関

その他

無回答

32.0

27.4

19.8

19.5

19.5

15.7

15.4

10.0

10.3

1.1

-

27.8

19.3

21.1

22.5

13.5

18.2

18.0

10.1

8.3

2.2

0 10 20 30 40

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

今回調査 n = 369

前回調査 n = 918

（%）
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【障がい種別／ここ５年以内に差別を受けた場所】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(%)

ｎ

店
舗
や
レ
ス
ト
ラ
ン
な
ど

保
育
所
・
幼
稚
園
・
学
校

住
ん
で
い
る
地
域

病
院
な
ど
の
医
療
機
関

レ
ジ
ャ
ー

施
設
な
ど

福
祉
施
設
や
作
業
所
な
ど

会
社
等
（

求
職
を
含
む
）

行
政
機
関

そ
の
他

無
回
答

369 32.0 27.4 19.8 19.5 19.5 15.7 15.4 10.0 10.3 1.1

身体障がい 135 40.7 17.0 20.0 19.3 23.0 15.6 12.6 14.1 10.4 3.0

知的障がい 207 38.6 27.5 19.3 20.8 24.6 20.8 8.2 7.7 6.8 1.0

精神障がい 96 20.8 26.0 26.0 22.9 13.5 18.8 31.3 15.6 11.5 -

難病（特定疾患） 23 34.8 30.4 8.7 17.4 21.7 17.4 4.3 21.7 8.7 4.3

高次脳機能障がい 8 25.0 37.5 12.5 25.0 25.0 - 37.5 12.5 25.0 12.5

発達障がい 111 36.9 45.0 25.2 23.4 27.9 14.4 9.9 9.0 5.4 -

障
が
い
種
別

全  体
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（３）偏見や差別を解消するため取り組んで欲しいこと 

 
 

問 42/問 40 障がいのある方への偏見や差別を解消するため、取り組んで欲しいことは何で

すか。（２つまで選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【障がい種別／偏見や差別を解消するため取り組んで欲しいこと】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「障がい児と障がいのない児童生徒が共に学べる環境の整備、福祉教育の推進」が 30.2％

と最も高い。次いで「障がいへの理解を深めるためパンフレット等で周知・啓発をする」

が 30.0％ 

▶ 前回調査と比較すると、「障がいへの理解を深めるためパンフレット等で周知・啓発を

する」が約 8 ポイント下降。なお、「その他」が大幅に上昇しているが、具体的な記述

としては「わからない」が多くみられた 

▶ 難病の方では「障がい児と障がいのない児童生徒が共に学べる環境の整備、福祉教育の

推進」が、他の障がい種別に比べ高い 

障がい児と障がいのない児童生徒が共に
学べる環境の整備、福祉教育の推進

障がいへの理解を深めるためパンフレット
等で周知・啓発をする

地域において障がい者（児）と住民が交流
できる機会を増やす

障がい者（児）の文化芸術、レクリエー
ション、スポーツ活動の推進

障がいのある方を対象とした権利擁護
研修会などの開催

その他

無回答

30.2

30.0

21.7

14.0

10.0

29.8

-

-

32.5

37.7

18.9

14.0

11.9

9.2

15.6

0 10 20 30 40

1

2

3

4

5

6

7

今回調査 n = 791

前回調査 n = 2,151

（%）

(%)

ｎ

障
が
い
児
と
障
が
い
の
な
い

児
童
生
徒
が
共
に
学
べ
る
環
境

の
整
備
、

福
祉
教
育
の
推
進

障
が
い
へ
の
理
解
を
深
め
る

た
め
パ
ン
フ
レ
ッ

ト
等
で

周
知
・
啓
発
を
す
る

地
域
に
お
い
て
障
が
い
者

（

児
）

と
住
民
が
交
流
で
き
る

機
会
を
増
や
す

障
が
い
者
（

児
）

の
文
化

芸
術
、

レ
ク
リ
エ
ー

シ
ョ

ン
、

ス
ポ
ー

ツ
活
動
の
推
進

障
が
い
の
あ
る
方
を
対
象
と

し
た
権
利
擁
護
研
修
会
な
ど
の

開
催

そ
の
他

無
回
答

791 30.2 30.0 21.7 14.0 10.0 29.8 -

身体障がい 262 34.7 30.2 22.9 14.1 13.4 26.7 -

知的障がい 557 27.1 26.0 21.4 13.1 7.9 35.9 -

精神障がい 141 28.4 45.4 24.8 14.2 14.9 15.6 -

難病（特定疾患） 34 55.9 35.3 20.6 11.8 11.8 17.6 -

高次脳機能障がい 12 41.7 41.7 16.7 8.3 8.3 16.7 -

発達障がい 160 44.4 33.8 26.3 19.4 6.3 20.6 -

障
が
い
種
別

全  体
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８－２ 合理的配慮について 

（１）民間事業者の「合理的配慮」が法的義務となったことの認知 

 
 

問 43/問 41 障害者差別解消法の改正によって、令和６年４月１日から、民間事業者の「合

理的配慮」の提供が法的義務となりました。このことを知っていますか。（１つ選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※前回調査は法的義務となった令和６年４月１日よりも前の調査であったため、「近い将来に法的義務と

なることの認知」を聴取 

 

 

【年齢別／民間事業者の「合理的配慮」が法的義務となったことの認知】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「知っている」が 22.1％で、約８割が「知らない（この調査で初めて知った）」と回答 

▶ 法的義務となる前の調査であった前回と比べ、「知っている」が上昇 

▶ １８歳未満の「知っている」が約４割と他の障がい種別に比べ高い一方、６５歳以上で

は１割程度にとどまる 

 

 

  凡　例

全  体 n = 791

１８歳未満 n = 120

１８～３９歳 n = 278

４０～６４歳 n = 310

６５歳以上 n = 69

年
齢
別

22.1

38.3

20.5

19.0

13.0

77.9

61.7

79.5

81.0

87.0

知っている
知らない（この調査で

初めて知った）
無回答

（%）

  凡　例

今回調査 n = 791

前回調査 n = 2,151

22.1

6.7

77.9

88.3 5.0

知っている
知らない（この調査で

初めて知った） 無回答

（%）
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（２）合理的配慮の提供が改善されたと思うか 

 
 

問 44/問 42 あなたは令和６年４月１日以降、民間事業者からの合理的配慮の提供が改善さ

れたと思いますか。（１つ選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【市の暮らしやすさ別／合理的配慮の提供が改善されたと思うか】 

 

  

  凡　例

全  体 n = 791 13.1％ 22.8％

暮らしやすいまち
だと思う

n = 464 14.2％ 11.0％

暮らしやすいまち
だと思わない

n = 327 11.6％ 39.4％

市
の
暮
ら
し

や
す
さ
別

そ
う
思
う

そ
う
思
わ
な
い

4.6

5.4

3.4

8.6

8.8

8.3

14.4

7.5

24.2

8.3

3.4

15.3

64.1

74.8

48.9

そう思う

どちらかというと

そう思う

あまり思わない

全くそう思わない

わからない 無回答

（%）

▶ 「そう思わない」人（22.8％）が「そう思う」人（13.1％）を上回っている 

▶ いわき市を《暮らしやすいまちだと思わない》人では約４割が「そう思わない」と回答 

  凡　例

n = 791 13.1% 22.8%

そ
う
思
う

そ
う
思
わ
な
い

4.6 8.6 14.4 8.3 64.1

そう思う

どちらかというと

そう思う

あまり思わない

全くそう思わない

わからない

（%）
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（３）「合理的配慮」の提供が不十分だと思うことはあるか 

 
 

問 45/問 43 あなたが普段の生活において、「合理的配慮」の提供が不十分だと思うことはあ

りますか。（１つ選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【市の暮らしやすさ別／「合理的配慮」の提供が不十分だと思うことはあるか】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 合理的配慮の提供が不十分と感じることが「ある」は 27.1％で、約４人に１人が回答 

▶ 前回調査から「ない」が上昇しているものの、「ある」の割合はほぼ同様 

▶ いわき市を《暮らしやすいまちだと思わない》人の半数近くが、合理的配慮の提供が不

十分と感じることが「ある」と回答 

  凡　例

全  体 n = 791

暮らしやすいまち
だと思う

n = 464

暮らしやすいまち
だと思わない

n = 327

市
の
暮
ら
し

や
す
さ
別

27.1

13.1

46.8

72.9

86.9

53.2

ある ない 無回答

（%）

  凡　例

今回調査 n = 791

前回調査 n = 2,151

27.1

28.5

72.9

58.4 13.0

ある ない 無回答

（%）
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（４）合理的配慮の提供が不十分だった場面 

 
 

【『Ⅱ８－２（３）「合理的配慮」の提供が不十分だと思うことはあるか』において、「ある」

を選択した方】 

問 46/問 44 「合理的配慮」の提供が不十分だと思ったのは、具体的にどのような場面で発

生しましたか。（あてはまるものすべて選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「店舗など」「市役所など行政機関」「病院、福祉施設など」「飲食、宿泊サービスなど」

がそれぞれ３～４割ほど 

n = 214　

店舗など（卸売、小売業）

市役所など行政機関

病院、福祉施設など

飲食、宿泊サービスなど

保育所・幼稚園・学校等の教育機関など

インターネット・SNSなど

その他

40.7

38.3

36.9

35.0

20.1

14.0

7.9

0 10 20 30 40 50

1

2

3

4

5

6

7

（%）
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（５）「合理的配慮」の提供が不十分だった際の対応 

 
 

【『Ⅱ８－２（３）「合理的配慮」の提供が不十分だと思うことはあるか』において、「ある」

を選択した方】 

問 47/問 45 「合理的配慮」の提供が不十分だと思った際、どのような対応を取りましたか。 

（あてはまるものすべて選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※前回調査はどのような行動を“取るか”を聴取 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「何もしなかった」（71.0％）が約７割を占める。具体的な対応は、最も回答割合が高い

「その場で指摘して対応を求めた」でも 15.0％にとどまる 

▶ 前回調査ではどのような行動を“取るか”を聴取していたため単純比較はできないが、

「何もしなかった」がほぼ倍増。今回調査ではどのような行動を“取ったか”と、より実

際に取った対応についてたずねるような問いかけをしたため、「何もしなかった」が上

昇したことが考えられる 

その場で指摘して対応を求めた

事後に事業者に問い合わせて改善を求めた

行政窓口に相談した

何もしなかった

その他

無回答

15.0

7.5

5.6

71.0

6.5

-

-

25.7

27.2

32.9

33.9

3.4

1.8

0 20 40 60 80

1

2

3

4

5

6

今回調査 n = 214

前回調査 n = 614

（%）
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８－３ 成年後見制度の認知 

 
 

問 48/問 46 成年後見制度（※）を知っていますか。（１つ選択） 

※ 成年後見制度とは、認知症や障がい等の理由で判断能力が十分でない方が不利益を被らないように、保護 

し、支援する制度です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「名前も内容も知っている」は 22.3％で、「名前を聞いたことがあるが、内容は知らな

い」（30.8％）とあわせた《認知度》は約５割 

▶ 前回調査と比較すると、《認知度》は約 6ポイント下降 

  凡　例

今回調査 n = 791

前回調査 n = 2,151

22.3

29.4

30.8

29.7

46.9

35.5 5.4

名前も内容も

知っている

名前を聞いた

ことがあるが、

内容は知らない 名前も内容も

知らない
無回答

（%）
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８－４ 虐待について 

（１）虐待を受けた経験 

 
 

問 49/問 47 あなたは、家族、支援員（ヘルパー）、職員、職場での仲間や上司などから 

虐待（※）を受けたことがありますか。（１つ選択） 

※ 虐待とは、身体的虐待・性的虐待・心理的虐待・経済的虐待の他、放棄・放任（ネグレクト）があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 虐待を受けた経験が「ある」人は、前回調査からわずかに下降したものの 8.0％みられ

る 

  凡　例

今回調査 n = 791

前回調査 n = 2,151

8.0

9.7

67.0

72.9

25.0

12.3 5.1

ある ない わからない 無回答

（%）
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（２）虐待を受けたときに相談する場所の認知 

 
 

問 50/問 48 あなたは、家族、支援員（ヘルパー）、職員、職場での仲間や上司などから虐待

を受けたときに、どこに相談するか知っていますか。（１つ選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【虐待を受けた経験別／虐待を受けたときに相談する場所の認知】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「知っているし、相談したことがある」は 5.7％で「知っているが、相談したことはな

い」（27.9％）とあわせた《認知度》は約３割 

▶ 前回調査と比較すると、《認知度》は微増 

▶ 虐待を受けた経験が「ある」人でも、「知っているが、相談したことはない」や「知らな

い」との回答が合わせて約７割を占める 

  凡　例

全  体 n = 791

ある n = 63

ない n = 530

わからない n = 198

虐
待
を
受
け
た
経
験
別

5.7

31.7

3.8

2.5

27.9

20.6

34.5

12.6

66.4

47.6

61.7

84.8

知っているし、相談

したことがある

知っているが、相談

したことはない

知らない 無回答

（%）

  凡　例

今回調査 n = 791

前回調査 n = 2,151

5.7

5.6

27.9

24.2

66.4

61.3 8.9

知っているし、

相談したことがある

知っているが、

相談したことはない

知らない 無回答

（%）
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 ９   災害時の避難等について 
 

９－１ 災害時に一人で避難できるか 

 
 

問 51/問 49 あなたは、火事や地震等の災害時に一人で避難できますか。（１つ選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【障がい種別／災害時に一人で避難できるか】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 災害時の避難について「できる」と回答した人は 21.9％で、「できない」人（60.7％）

が約６割 

▶ 前回調査と比較して、「できない」人が約 8ポイント上昇 

▶ 精神障がい以外の方では「できない」が約６～７割 

  凡　例

全  体 n = 791

身体障がい n = 262

知的障がい n = 557

精神障がい n = 141

難病（特定疾患） n = 34

高次脳機能障がい n = 12

発達障がい n = 160

障
が
い
種
別

21.9

17.6

14.4

36.9

23.5

8.3

14.4

60.7

71.8

69.3

45.4

70.6

75.0

65.0

17.4

10.7

16.3

17.7

5.9

16.7

20.6

できる できない わからない 無回答

（%）

  凡　例

今回調査 n = 791

前回調査 n = 2,151

21.9

28.1

60.7

52.5

17.4

16.7 2.6

できる できない わからない 無回答

（%）
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９－２ 近所に助けてくれる人がいるか 

 
 

問 52/問 50 家族が不在の場合や一人暮らしの場合、近所にあなたを助けてくれる人はいま

すか。（１つ選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【災害時の避難の可否別／近所に助けてくれる人がいるか】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 避難×助けのパターン % 

 

自力避難できる、または助けて

くれる人がいる 

⇒避難できる可能性：高 

33.6 
（41.2） 

 

自力避難できない（わからない）

し、助けてくれる人がいない（わ

からない） 

⇒避難できる可能性：低 

55.5 
（47.3） 

 

自力避難の可否・助けてくれる

人の有無が不明 

⇒避難できる可能性：不明 

10.9 
（11.5） 

▶ 「いる」と回答した人は 19.8％と、全体の５分の 1以下 

▶ 災害時に自力避難ができず、助けてくれる人もいない可能性のある方は全体の 55.5％

で、前回調査から約 8ポイント上昇 

  凡　例

今回調査 n = 791

前回調査 n = 2,151

19.8

23.2

41.5

42.6

38.7

29.8 4.3

いる いない わからない 無回答

（%）

(%)

1

全
体

い
る

い
な
い

わ
か
ら
な
い

2 全体 100.0 19.8 41.5 38.7

3 できる 21.9 8.1 7.3 6.4

4 できない 60.7 10.1 29.2 21.4

5 わからない 17.4 1.6 4.9 10.9

 自力避難できる、または助けてくれる人がいる：33.6％

 自力避難できないし、助けてくれる人がいない可能性：55.5％

 自力避難・助けてくれる人の有無が不明：10.9％

避
難
の
可
否

ｎ=791

表内の数値は、

ｎ=791に対する

各セルの該当者の割合

近所に助けてくれる人がいるか

※表内の数値は、ｎ=791 に対する各セルの該当者の割合 
※避難できる可能性は、あくまで回答結果をもとに

分析の便宜上「高/低」と分類したもの 

※回答割合は、上段が今回調査、下段（括弧内）が

前回調査 
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９－３ 避難行動要支援者避難支援制度の認知 

 
 

問 53/問 51 あなたは、避難行動要支援者避難支援制度（※）を知っていますか。 

（１つ選択） 

※ 避難行動要支援者避難支援制度とは、障がいのある方や、要介護３以上の認定を受けている方など災害時に 

自力で避難が困難な方が、避難が必要な時に孤立することを防ぐために、地域の中で普段から声かけや見守 

り活動などの体制づくりを行う制度です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【年齢別／避難行動要支援者避難支援制度の認知】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「名前も内容も知っている」は 11.9％で、「名前を聞いたことがあるが、内容は知らな

い」（16.2％）とあわせた《認知度》は 28.1％ 

▶ 前回調査と比較すると、《認知度》は約 8ポイント下降 

▶ 年齢が低いほど《認知度》が高い傾向にあるが、最も《認知度》が高い１８歳未満でも

制度の認知度は５割以下 

  凡　例

全  体 n = 791

１８歳未満 n = 120

１８～３９歳 n = 278

４０～６４歳 n = 310

６５歳以上 n = 69

年
齢
別

11.9

20.0

13.7

7.4

8.7

16.2

20.8

14.0

16.8

10.1

71.9

59.2

72.3

75.8

81.2

名前も内容も

知っている

名前を聞いたこと

があるが、

内容は知らない

名前も内容も

知らない
無回答

（%）

  凡　例

今回調査 n = 791

前回調査 n = 2,151

11.9

12.5

16.2

23.1

71.9

60.0 4.4

名前も内容も知っ

ている

名前を聞いたこと

があるが、内容は

知らない

名前も内容も知ら

ない
無回答

（%）
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９－４ 地震等の災害時に困ること 

 
 

問 54/問 52 地震等の災害時に困ることは何ですか。（３つまで選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「避難場所の設備（トイレ等）や生活環境が不安」が最も高い。次いで「避難所など安

全なところまで、迅速に避難することができない」「周囲とコミュニケーションがとれ

ない」など 

▶ 前回調査と比較すると、「投薬や治療が受けられない」が約 10 ポイント下降 

▶ 発達障がいの方では「周囲とコミュニケーションがとれない」「救助を求めることがで

きない」が、精神障がいの方では「投薬や治療が受けられない」が、高次脳機能障がい

の方では「補装具や日常生活用具の入手や使用が困難になる」が他の障がい種別に比べ

高い 

▶ １８歳未満では発達障がいの方が多くを占めることから、発達障がいの方と同様の回答

傾向にあり、年齢が低いほど、周囲とのコミュニケーションや救助を求めることができ

ない等の割合が高い傾向にある 

避難場所の設備（トイレ等）や生活環境が
不安

避難所など安全なところまで、迅速に避難
することができない

周囲とコミュニケーションがとれない

投薬や治療が受けられない

救助を求めることができない

被害状況、避難場所などの情報が入手
できない

補装具や日常生活用具の入手や使用が困難
になる

特にない

その他

無回答

37.4

36.8

30.2

29.8

28.4

11.0

10.6

13.0

10.1

-

-

44.1

38.0

23.5

39.4

23.3

14.4

9.9

10.2

3.9

4.4

0 20 40 60

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

今回調査 n = 791

前回調査 n = 2,151

（%）
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【障がい種・年齢別／地震等の災害時に困ること】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(%)

ｎ

避
難
場
所
の
設
備
（

ト
イ
レ

等
）

や
生
活
環
境
が
不
安

避
難
所
な
ど
安
全
な
と
こ
ろ

ま
で
、

迅
速
に
避
難
す
る
こ
と

が
で
き
な
い

周
囲
と
コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー

シ
ョ

ン

が
と
れ
な
い

投
薬
や
治
療
が
受
け
ら
れ
な
い

救
助
を
求
め
る
こ
と
が

で
き
な
い

被
害
状
況
、

避
難
場
所
な
ど
の

情
報
が
入
手
で
き
な
い

補
装
具
や
日
常
生
活
用
具
の

入
手
や
使
用
が
困
難
に
な
る

特
に
な
い

そ
の
他

無
回
答

791 37.4 36.8 30.2 29.8 28.4 11.0 10.6 13.0 10.1 -

身体障がい 262 46.9 39.3 20.6 37.0 21.4 5.7 20.2 9.2 10.3 -

知的障がい 557 32.5 39.0 32.1 22.8 33.9 11.0 8.1 13.3 13.3 -

精神障がい 141 45.4 28.4 23.4 54.6 19.9 9.2 13.5 12.1 5.0 -

難病（特定疾患） 34 52.9 41.2 23.5 44.1 23.5 2.9 17.6 8.8 5.9 -

高次脳機能障がい 12 58.3 41.7 16.7 33.3 33.3 8.3 41.7 - - -

発達障がい 160 45.6 39.4 56.3 28.8 41.9 13.8 6.3 6.3 3.8 -

１８歳未満 120 45.0 49.2 48.3 16.7 40.0 13.3 12.5 6.7 1.7 -

１８～３９歳 278 31.3 35.3 33.5 31.3 31.3 10.4 10.8 12.9 12.6 -

４０～６４歳 310 40.3 31.6 24.5 34.8 22.6 11.9 10.3 11.9 11.9 -

６５歳以上 69 33.3 42.0 10.1 24.6 14.5 5.8 8.7 31.9 8.7 -

年
齢
別

全  体

障
が
い
種
別
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 10   障がい福祉施策について 
 

10－１ 有料の身体障害者手帳の英訳証明書の利用 

 
 

問 55/問 53 仮に、有料で身体障害者手帳の英訳証明書を発行できれば、利用したいと思い

ますか。（１つ選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「利用する場面が想定される。利用したい」人が全体の 5.2％ 

  凡　例

n = 791 5.2 83.3 11.5

利用する場面が想

定される。利用し

たい

特に必要だと

思わない その他

（%）
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10－２ 過去１か月のこころの状態 

 
 

【12歳以上の方】 

問 56/問 54 次の６つの項目について、過去１か月の間はどのように感じましたか。 

（それぞれ１つ選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※６問のうち１問以上に回答があった 276 人について集計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ Ｋ６（下記参照）という尺度を用いて、対象者（本人）の過去１か月のこころの状態に

ついて把握を行った 

▶ 算出された点数を国民生活基礎調査でも用いられている区分で分類したところ、最も点

数が低い区分である「０～４点」は 38.8％で、それ以上の回答が６割以上を占める 

  凡　例

n = 276 8.0

平
均

38.8 23.2 19.9 18.1

０～４点 ５～９点 １０～１４点 １５点以上

（%）

  凡　例

①神経過敏に感じたか n = 276

②絶望的だと感じたか n = 276

③そわそわ、落ち着かなく感じたか n = 276

④気分が沈み込んで、何が起こっても
気が晴れないように感じたか

n = 276

⑤何をするのも骨折りだと感じたか n = 276

⑥自分は価値のない人間だと感じたか n = 276

12.3

8.0

9.4

10.5

8.7

13.4

12.3

7.6

13.8

9.4

10.9

4.7

27.5

20.7

25.7

22.8

19.9

14.5

16.3

15.6

21.4

22.1

22.1

17.0

31.2

47.8

29.7

35.1

37.7

49.6

0.4

0.4

0.7

0.7

いつも

たいてい

ときどき

少しだけ

まったくない

無回答

（%）

上記の回答を「まったくない」＝０点、「少しだけ」

＝１点、「ときどき」＝２点、「たいてい」＝３点、

「いつも」＝４点で点数化 

Ｋ６ 

米国の Kessler らによって、うつ病・不安障がいなどの精神疾患をスクリーニングすることを目的として開発

され、一般住民を対象とした調査で心理的ストレスを含む何らかの精神的な問題の程度を表す指標として広く

利用されている。上記のとおり、①～⑥の質問の回答を５段階で点数化し、合計点数が高いほど、精神的な問

題がより重い可能性があるとされている。 
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10－２ いわき市で実施している障がい福祉分野の各施策の評価 

問 57/問 55 いわき市で実施している障がい福祉分野の各施策についておたずねします。「現

在の満足度」と「今後の重要度」について、それぞれ１つずつ選択してください。 

 

 満足度・重要度の算出方法  

「現在の満足度」及び「今後の重要度」について、それぞれ５段階で評価を聴取し、その

回答結果に下表の通り点数を付与することで、加重平均にて得点を算出した。得点は-２点

～+２点の間に分布し、０点が中間点、２点に近いほど評価が良い（満足度および重要度が

高い）ことを表す。 

配 点 ２点 １点 -１点 -２点 点数なし 

選択肢 

満足度 満足 やや満足 やや不満 不満 わからない 

重要度 重要 やや重要 
あまり 

重要でない 
重要でない わからない 

 

算出式 
（「満足」×2点） + （「やや満足」×1点） + （「やや不満」×-１点） + （「不満」×-２点） 

調査数－「わからない」 

 

 

  

＝満足度 

※重要度についても同様の算出式 
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（１）満足度・重要度 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 前頁で示した方法により、満足度および重要度の得点を算出した 

▶ 満足度は、ほとんどの施策で中間点（０点）を下回った。「施設等における防災・防犯体

制の確保や感染防止対策の推進」は比較的満足度が高いが、一方で「必要な情報に円滑

にアクセスできる情報提供体制の充実」は特に満足度が低い 

▶ 重要度は、全施策で中間点（０点）を上回っているが、「障がい者スポーツや文化活動等

の充実」は特に重要度が低い 

満足度
順位

重要度
順位

-0.44 － 1.59 －

障がい者や障がい特性に対する市民の理解促進 -0.58 17 1.55 19

必要な情報に円滑にアクセスできる情報提供体制の充実 -0.64 22 1.56 17

障がい理解のための教育やボランティア活動の推進 -0.56 16 1.51 21

障害福祉サービス等や権利等に関する情報提供 -0.49 11 1.59 13

障がい特性や障がい者自身の意思等に応じた相談・生活支援体制の整備 -0.42 8 1.64 6

地域生活への移行や自立生活を支えるための支援の充実 -0.54 15 1.58 16

障害福祉サービス等やコミュニケーション支援の充実 -0.31 5 1.56 17

障がい者スポーツや文化活動等の充実 -0.13 2 0.94 22

障がいの早期発見・早期療育体制の充実 -0.30 4 1.63 7

障がいの原因となる疾病の予防と医療・保健体制の充実 -0.42 8 1.62 8

精神障がいに対する取り組みの推進 -0.59 18 1.62 8

難病の方に対する相談・支援体制の充実 -0.50 13 1.59 13

住宅や建築物等のバリアフリー化の推進 -0.37 6 1.54 20

住まいの確保に向けた支援やグループホーム等の整備 -0.61 20 1.60 11

施設等における防災・防犯体制の確保や感染防止対策の推進 0.01 1 1.62 8

防災・防犯の推進や災害発生時における支援 -0.37 6 1.60 11

学校卒業後までの一貫した療育支援体制の充実 -0.24 3 1.70 4

障がい児保育・教育の充実のための人材育成 -0.59 18 1.73 2

障がい児教育や生涯学習活動の推進 -0.48 10 1.59 13

学校卒業後の社会的・職業的自立の支援 -0.61 20 1.74 1

就労に向けた支援体制の充実 -0.49 11 1.70 4

多様な就労の場の確保や継続就労のための支援 -0.53 14 1.73 2

雇

用

・

就

業

全施策平均

啓

発

・

広

報

生

活

支

援

保

健

・

医

療

生

活

環

境

教

育

・

育

成

施策

現在の満足度 今後の重要度

満足度 重要度
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（２）散布図（満足度×重要度の関係図） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

継続項目 ：「満足度」が高く、「重要度」が低い 

現状の取り組みを継続していく項目 

維持項目 ：「満足度」も「重要度」も高い 

引き続き維持していく項目 

要改善項目 ：「満足度」が低く、「重要度」が高い 

現在のやり方を重点的に変えていく必要がある項目 

注視項目 ：「満足度」も「重要度」も低い 

市民ニーズを再認識し、改善する必要がある項目 

※得点の高い／低いは、あくまで市平均点と比較して相対的に高い／低いということを示したもの。満足度・重要度の得点の中間

点は「０点」であるため、平均点より高い（低い）場所に位置していることが必ずしも、満足度・重要度が高い（低い）ことを

示しているわけではないことに留意する必要がある  

▶ 満足度および重要度の得点を散布図に整理するとともに、分析の便宜上、得点平均値を

用いて４つの領域（詳細は散布図下部を参照）に区分した 

▶ その結果、早急な改善が必要な“要改善項目”には「精神障がいに対する取り組みの推

進」「住まいの確保に向けた支援やグループホーム等の整備」「障がい児保育・教育の充

実のための人材育成」「学校卒業後の社会的・職業的自立の支援」「就労に向けた支援体

制の充実」「多様な就労の場の確保や継続就労のための支援」が位置している 

障がい者や障がい特性に対する

市民の理解促進

必要な情報に円滑にアクセス

できる情報提供体制の充実

障がい理解のための教育や

ボランティア活動の推進

障害福祉サービス等や権利等に

関する情報提供

障がい特性や障がい者自身の意思等に

応じた相談・生活支援体制の整備

地域生活への移行や自立生活を

支えるための支援の充実

障害福祉サービス等やコミュ

ニケーション支援の充実障がい者スポーツや文化

活動等の充実
障がいの早期発見・早期療育

体制の充実

障がいの原因となる疾病の予防と

医療・保健体制の充実

精神障がいに対する

取り組みの推進

難病の方に対する相談・

支援体制の充実

住宅や建築物等のバリア

フリー化の推進

住まいの確保に向けた支援や

グループホーム等の整備

施設等における防災・防犯体制

の確保や感染防止対策の推進

防災・防犯の推進や災害発生時に

おける支援

学校卒業後までの一貫した療育

支援体制の充実

障がい児保育・教育の充実

のための人材育成

障がい児教育や生涯学習活動の推進

学校卒業後の社会的・職業的

自立の支援

就労に向けた支援体制の充実

多様な就労の場の確保や継続就労

のための支援

-1.10

-1.00

-0.90

-0.80

-0.70

-0.60

-0.50

-0.40

-0.30

-0.20

-0.10

0.00

0.10

0.20

0.90 1.00 1.10 1.20 1.30 1.40 1.50 1.60 1.70 1.80 1.90 2.00 2.10 2.20 2.30

満
足
度

重要度

重要度平均

継続

項目

満足度：高

重要度：低

維持

項目

満足度：高

重要度：高

注視

項目

満足度：低

重要度：低
要改善

項目

満足度：低

重要度：高

平均

1.59

平均

-0.44
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※赤枠は今回調査でも“要改善項目”のもの 

  

▶ 今回調査とは評価点の算出方法が異なるため単純な比較ができない点に留意が必要だ

が、前回調査結果を以下に掲載した 

▶ 前回調査で“要改善項目”だった「住まいの確保に向けた支援やグループホーム等の整

備」「障がい児保育・教育の充実のための人材育成」「学校卒業後の社会的・職業的自立

の支援」「多様な就労の場の確保や継続就労のための支援」は、今回調査でも“要改善項

目”として位置づけられている 

障がい者や障がい特性に対する

市民の理解促進

必要な情報に円滑にアクセス

できる情報提供体制の充実

障がい理解のための教育や

ボランティア活動の推進

障害福祉サービス等や権利等に

関する情報提供

障がい特性や障がい者自身の意思等に

応じた相談・生活支援体制の整備

地域生活への移行や自立生活を

支えるための支援の充実

障害福祉サービス等やコミュニ

ケーション支援の充実

障がい者スポーツや文化活動

等の充実

障がいの早期発見・早期療育

体制の充実
障がいの原因となる疾病の予防と

医療・保健体制の充実

精神障がいに対する取り組みの推進

難病の方に対する相談・

支援体制の充実

住宅や建築物等のバリアフリー化

の推進

住まいの確保に向けた支援や

グループホーム等の整備

施設等における防災・防犯体制の確保や

感染防止対策の推進

防災・防犯の推進や災害発生時に

おける支援

学校卒業後までの一貫した療育支援体制の充実

障がい児保育・教育の充実

のための人材育成

障がい児教育や生涯学習活動の推進

学校卒業後の社会的・職業的

自立の支援

就労に向けた支援体制の充実

多様な就労の場の確保や継続就労

のための支援

-0.50

-0.45

-0.40

-0.35

-0.30

-0.25

-0.20

-0.15

-0.10

0.50 0.60 0.70 0.80 0.90 1.00 1.10 1.20 1.30 1.40 1.50 1.60 1.70 1.80

満
足
度

重要度

重要度平均

継続

項目

満足度：高

重要度：低

維持

項目

満足度：高

重要度：高

注視

項目

満足度：低

重要度：低

要改善

項目

満足度：低

重要度：高

平均

1.16

平均

-0.32

【参考】前回調査結果 
※前回調査は算出方法が異なる（「わからない」を０点として算出）ため、

参考情報として掲載 
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（３）年齢別にみた満足度 

 
 

 

 

  

▶ 満足度の得点を年齢別にみると、施策全体として年齢が低いほど満足度が低い傾向があ

る 

▶ １８歳未満では特に、「住まいの確保に向けた支援やグループホーム等の整備」「障がい

児保育・教育の充実のための人材育成」「学校卒業後の社会的・職業的自立の支援」「就

労に向けた支援体制の充実」「多様な就労の場の確保や継続就労のための支援」の満足

度が低い 

-0.44 -0.76 -0.36 -0.44 0.18

障がい者や障がい特性に対する市民の理解促進 -0.58 -0.81 -0.63 -0.50 0.07

必要な情報に円滑にアクセスできる情報提供体制の充実 -0.64 -0.91 -0.53 -0.71 0.04

障がい理解のための教育やボランティア活動の推進 -0.56 -0.74 -0.55 -0.60 0.04

障害福祉サービス等や権利等に関する情報提供 -0.49 -0.61 -0.44 -0.62 0.15

障がい特性や障がい者自身の意思等に応じた相談・
生活支援体制の整備

-0.42 -0.84 -0.25 -0.47 0.33

地域生活への移行や自立生活を支えるための支援の充実 -0.54 -0.84 -0.49 -0.51 0.24

障害福祉サービス等やコミュニケーション支援の充実 -0.31 -0.62 -0.20 -0.25 0.04

障がい者スポーツや文化活動等の充実 -0.13 -0.19 -0.06 -0.22 0.15

障がいの早期発見・早期療育体制の充実 -0.30 -0.31 -0.29 -0.37 0.16

障がいの原因となる疾病の予防と医療・保健体制の充実 -0.42 -0.73 -0.31 -0.48 0.38

精神障がいに対する取り組みの推進 -0.59 -0.69 -0.72 -0.58 0.11

難病の方に対する相談・支援体制の充実 -0.50 -0.63 -0.57 -0.56 0.47

住宅や建築物等のバリアフリー化の推進 -0.37 -0.57 -0.33 -0.44 0.38

住まいの確保に向けた支援やグループホーム等の整備 -0.61 -1.24 -0.63 -0.39 0.04

施設等における防災・防犯体制の確保や感染防止対策の
推進

0.01 -0.41 0.09 0.11 0.27

防災・防犯の推進や災害発生時における支援 -0.37 -0.84 -0.36 -0.25 0.17

学校卒業後までの一貫した療育支援体制の充実 -0.24 -0.56 -0.03 -0.26 0.33

障がい児保育・教育の充実のための人材育成 -0.59 -1.02 -0.32 -0.59 0.20

障がい児教育や生涯学習活動の推進 -0.48 -0.69 -0.24 -0.64 0.07

学校卒業後の社会的・職業的自立の支援 -0.61 -1.23 -0.43 -0.50 0.31

就労に向けた支援体制の充実 -0.49 -1.12 -0.28 -0.43 0.14

多様な就労の場の確保や継続就労のための支援 -0.53 -1.13 -0.27 -0.53 0.11

６５歳以上全体

現在の満足度（年齢別）

雇
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・

就

業

１８～３９歳 ４０～６４歳
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施策
１８歳未満
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（４）年齢別にみた重要度 

 
 

 

 

  

▶ 重要度の得点を年齢別にみると、施策全体として年齢が低いほど重要度が高い傾向があ

る 

▶ １８歳未満では特に、「学校卒業後までの一貫した療育支援体制の充実」や「多様な就

労の場の確保や継続就労のための支援」を筆頭に、教育・育成分野や雇用・集合分野全

般の重要度が高い 

1.59 1.69 1.56 1.56 1.52

障がい者や障がい特性に対する市民の理解促進 1.55 1.57 1.56 1.52 1.62

必要な情報に円滑にアクセスできる情報提供体制の充実 1.56 1.56 1.59 1.56 1.52

障がい理解のための教育やボランティア活動の推進 1.51 1.55 1.43 1.56 1.53

障害福祉サービス等や権利等に関する情報提供 1.59 1.65 1.57 1.56 1.59

障がい特性や障がい者自身の意思等に応じた相談・
生活支援体制の整備

1.64 1.77 1.63 1.59 1.50

地域生活への移行や自立生活を支えるための支援の充実 1.58 1.72 1.59 1.52 1.30

障害福祉サービス等やコミュニケーション支援の充実 1.56 1.71 1.50 1.50 1.52

障がい者スポーツや文化活動等の充実 0.94 1.00 0.94 0.95 0.58

障がいの早期発見・早期療育体制の充実 1.63 1.73 1.63 1.55 1.60

障がいの原因となる疾病の予防と医療・保健体制の充実 1.62 1.70 1.58 1.58 1.75

精神障がいに対する取り組みの推進 1.62 1.60 1.67 1.58 1.67

難病の方に対する相談・支援体制の充実 1.59 1.66 1.56 1.60 1.41

住宅や建築物等のバリアフリー化の推進 1.54 1.58 1.43 1.60 1.58

住まいの確保に向けた支援やグループホーム等の整備 1.60 1.72 1.59 1.56 1.42

施設等における防災・防犯体制の確保や感染防止対策の
推進

1.62 1.72 1.60 1.58 1.53

防災・防犯の推進や災害発生時における支援 1.60 1.71 1.59 1.53 1.50

学校卒業後までの一貫した療育支援体制の充実 1.70 1.92 1.62 1.61 1.66

障がい児保育・教育の充実のための人材育成 1.73 1.87 1.65 1.73 1.68

障がい児教育や生涯学習活動の推進 1.59 1.76 1.50 1.57 1.52

学校卒業後の社会的・職業的自立の支援 1.74 1.89 1.69 1.69 1.74

就労に向けた支援体制の充実 1.70 1.82 1.61 1.69 1.67

多様な就労の場の確保や継続就労のための支援 1.73 1.88 1.70 1.66 1.70
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・
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今後の重要度（年齢別）

全体 １８歳未満 １８～３９歳 ４０～６４歳 ６５歳以上
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10－３ 障がい福祉に関して日ごろ思うことや希望すること（自由記述） 

 
 

問 58/問 56 最後に、障がい福祉に関して日ごろ思うことや希望することなどがあれば、お

聞かせください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※回答者数：248 人（複数回答あり） 

 

 

【主な意見】 ※上位５項目 

 

①行政等の取組みについて（対応、制度、希望する施策等） 

・私自身耳が聞こえず、障がい福祉課も含め色々なところで窓口対応する際、担当者が戸惑ってしま

う様子が多くある。障がい理解を図るためには知識を得るだけでなく実際に当事者とコミュニケー

ションを取ったり、ロールプレイを通して考えてみたり、一緒に取り組む姿勢や機会が重要だと思

う。他の障がいもそうだが、聴覚障がいは特に見た目だけでは分からずなかなか理解が得られにく

いためそういった視点が大切になってくる。ぜひ窓口対応研修会等行ってほしい。 

・市民プールや図書館などを利用したくても、他の利用者の迷惑になるのでは？と利用を躊躇してし

まいます。他県では障がい者利用日があると聞きました。検討して欲しい。 

・鬱や双極性障がい以外の精神的な障がい(パーソナリティ障がい等)に理解がある保健師さんが増え

てほしい。  

▶ 今後の障がい福祉施策については、行政の取組み全般に関する意見が最も多く、障害福

祉サービスや就労についての意見も多くみられた 

項　　目

行政等の取組みについて（対応、制度、希望する施策等） 55

障害福祉サービスについて（サービス内容、料金、利用のしやすさ等） 53

就労について 25

施設の充実について（入所関係を含む） 23

情報提供・情報発信について 21

障がい者への理解（差別や偏見の状況、健常者との共生等） 18

就園・就学について 16

今後の不安（援助者がいなくなった時の不安、身体の不安等） 15

病院医療関連について（対応、制度、設備、環境改善等） 15

交通について（交通手段・バス無料券、タクシー券、道路の整備等） 6

公共施設・商業施設等のバリアフリー化について 6

近況報告・日常の感想など 22

アンケートについて 16

その他 11

特になし 37

意見数計 339

件　　数
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・療育、障がいサービスの利用、就学、就労などライフイベントの節目節目でどういった手続きが必

要なのか前もって知り得る手段や、どこに相談したり問い合わせすればいいのか分かりづらいとい

つも感じます。障がいのある子どもを育てる立場からすると、生まれてから大人になるまでの過程

で、節目ごとにどういった準備が必要になるのか説明会を開催したり、説明して下さる専門の職員

を配置したりなどしていただけると、とても助かります。 

・小学校、中学校までは支援学級があるが、高等学校では支援学級が無いので、支援が必要な子への

対応が途切れる不安がある。成人してからの精神障がいの方への支援など、役所は門戸を開いてい

るとは思うがとてもわかりづらい。支援者も本人も分かりやすい総合案内所的な相談場所を作って

欲しい。 

 

②障害福祉サービスについて（サービス内容、料金、利用のしやすさ等） 

・介護する家族として、正社員として働きたくても事業所の利用時間が短く送迎のためにパート勤務

にならざるをえない。もう少し利用時間が長くとれるとよい。利用している事業所の職員さんたち

は本当に優しくて良い方たちばかり。少しでも待遇が改善することを願います。 

・様々なサービスがあるのはわかっていても、実際に利用しようかと思うと定員がいっぱいだとか、

相談員が見つからないとか言われることが多い。使えないサービスならある意味がないと思う。障

がい者に対して手厚く支援しようという気などさらさらないのでは？と思うことさえある。サービ

ス云々の前に、まずは相談員さんを増やしてほしい。 

・療養介護利用していても使えるサービスが増えてほしい。おでかけいっぱいしたい。いろんな人と

話したい。外泊でお家に帰った時、母が私の解除をする時が大変そうなときがあるので使えるサー

ビスがあるといい。 

・今のところ、サービス関係の利用は、生活介護以外使用せずにいますが、私（母）が見られなくな

ればサービスを受けたいと思っています。 

・短期入所の利用日程予約の取れない月がでてきます。家族の日々の負担をかけさせない為の短期入

所ですが、予約が取れない月は家族に負担をかけているという感じがします。「毎月の利用枠数」が

もう少し広がるとうれしいです。 

 

③就労について 

・就労を目指しているがニーズがないのかなかなか見つからない。ニーズに合った支援もしてもいい

と思う。 

・もっと就労できる施設Ａ型事業所を増やして欲しい 

・私は現在、東京の企業でリモート勤務をしていますが、いわき市では自分に合う働き方を見つける

のが少し難しいと感じることがあります。地域による働き方の選択肢の差も、少しずつ解消されて

いけばありがたいです。 

・いわき市というより全国課題でもある、障がい児が 18 歳で卒業後の就労支援事業所Ａ.Ｂ.生活介護

の確保。放課後デイサービスはかなり増えたのですが卒業後の行き先が狭き門です。 

・身体障がい者を対象とする取り組みは多いが、精神障がい者は少ないと感じる。うつ病で精神障が

い者になったが、何をどこへ相談したらいいのか、入り口から全く解らない。就労も難しく、障が

い年金だけでは足りず貯金を食いつぶす毎日で、どうしたらいいのか不安。 
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④施設の充実について（入所関係を含む） 

・色々な施設の短期入所等の経験をしてみたいのだが見学すると一度体験するとその施設に入所しな

ければならず“しばり”があるため改善してほしい(親が元気なうちに体験させたい)。 

・長く施設で生活しているが、新しい施設を建てるばかりでなく、既存している施設も老朽化してい

るので、直すのに援助して欲しい。 

・気軽に利用できる場所、介護者や本人が病気になった時に利用しやすい施設が増えてほしい。 

・障がい者施設サービスの職員教育などに力を入れてほしい。安心して預けられる、また相談できる

場所になってほしい。 

・重度知的障がい者が快適に過ごせるよう、ショートステイ先や入所施設をいわき市に増やしてほし

い。現実どこも空きがなく、万が一見守ってほしい時に対応してもらえないと不安がある。 

 

⑤情報提供・情報発信について 

・介助する家族が安心して将来の道すじや計画を考えられる、分かりやすい福祉の情報が必要だと感

じます。 

・病院からの情報提供があれば自分に必要なサービスが分かりやすくなると思います。 

・相談先の具体的な例で示した表が有れば助かる。福祉用語など福祉について知っておきたい手軽に

講習会や学習する方法が知りたい。 

・支援金等も友達等の話を聞いて、「そういうお金出るの？知らなかった」が私を含め他の方もよくあ

る話です。どうか難しいでしょうが皆様が理解できるよう改善願います。 

・環境的な合理的配慮が整っている医療機関を一覧で示してほしい。 

 

※掲載した意見は原文を基本としているが、固有名詞が含まれている場合や長文の場合などは、一部省略して掲載

（以降の自由記述設問も同様） 
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Ⅲ 調査結果（事業者調査） 

 １   事業所の運営について 
 

１－１ 所在地 

問１ 貴事業所の名称や所在地について、ご入力ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－２ 運営主体 

問２ 貴事業所の運営主体についてお答えください。（１つ選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  凡　例

今回調査 n = 133

前回調査 n = 178

20.3

27.0

3.8

2.3

22.6

25.3

0.8

0.6

0.8

0.6

51.9

43.3 1.1

社会福祉法人

社団・財団法人

特定非営利活動法人

（ＮＰＯ）

医療法人

市町村 その他 無回答

（%）

  凡　例

今回調査 n = 133

前回調査 n = 178

30.1

36.5

33.8

23.0

8.3

12.4

6.8

9.0

16.5

15.2

2.3

2.3

1.5

0.8

1.7

平地区

小名浜地区

勿来・田人地区

常磐・遠野地区

内郷・好間

・三和地区

四倉・久之浜

・大久地区

小川・川前地区

いわき市外

無回答

（%）
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 ２   障がい者保健・福祉サービスについて 
 

２－１ 提供している障害福祉サービス等 

（１）提供している障害福祉サービス等 

 

問３ 提供している障害福祉サービス等について、あてはまるものすべてを選択してくださ

い。 

【提供している障害福祉サービス等】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※選択肢「就労選択支援」は令和７年 10 月からの新規サービスであり、前回調査では未聴取  

▶ 「障害児通所支援」が約４割と最も高く、「生活介護」「就労継続支援」の提供割合も、

１割台後半と比較的高い 

▶ 前回調査に比べ、「障害児通所支援」の提供が 10ポイント以上上昇 

就
労
継
続
支
援
（

Ａ
型
・
Ｂ
型
）

就
労
定
着
支
援

障
害
児
通
所
支
援

相
談
支
援
事
業
（

委
託
）

計
画
相
談
支
援

地
域
相
談
支
援
（

地
域
移
行
支

援
・
地
域
定
着
支
援
）

移
動
支
援

日
中
一
時
支
援

福
祉
ホ
ー

ム

地
域
活
動
支
援
セ
ン
タ
ー

そ
の
他

無
回
答

16.5

0.8

42.9

0.8

7.5

0.8
3.8

6.0

-
2.3 5.3

-

20.8

2.3

30.9

1.7

10.7

2.3
5.1

5.1
0.6 1.1 1.7 2.3

0

10

20

30

40

50

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

（%）

居
宅
介
護
・
重
度
訪
問
介
護

（

ホ
ー

ム
ヘ
ル
プ
）

同
行
援
護
・
行
動
援
護

重
度
障
害
者
等
包
括
支
援

短
期
入
所
（

シ
ョ
ー

ト
ス
テ
イ
）

療
養
介
護

生
活
介
護

施
設
入
所
支
援
（

障
害
者
支
援
施

設
で
の
夜
間
ケ
ア
）

共
同
生
活
援
助
（

グ
ル
ー

プ
ホ
ー

ム
）

自
立
生
活
援
助

自
立
訓
練
（

機
能
訓
練
・
生
活
訓

練
）

就
労
選
択
支
援

就
労
移
行
支
援

9.8

4.5
-

6.0

-

18.0

3.8
8.3

0.8
3.0

-
2.3

16.9

7.3

0.6
4.5

0.6

15.2

2.8
6.2

1.7
2.8 -

5.6

0

10

20

30

40

50

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

今回調査 n = 133

前回調査 n = 178

（%）
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（２）利用割合 

 

問３ それぞれのサービスごとの「利用割合（登録者数に対する１日の平均利用者の割合）」

を数字（％）でご記入ください。 

【①利用割合（登録者数に対する１日の平均利用者の割合）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 利用割合が「４９％以下」のサービスが多いが、共同生活援助や就労継続支援など「９

０％以上」の割合が比較的高いサービスもみられる（※調査数（ｎ）が 10 未満のサービスは、

コメント中では言及していない。以降も同様） 

  凡　例

居宅介護・重度訪問介護
（ホームヘルプ）

n = 13

同行援護・行動援護 n = 6

重度障害者等包括支援 -

短期入所（ショートステ
イ）

n = 8

療養介護 -

生活介護 n = 24

施設入所支援（障害者支援
施設での夜間ケア）

n = 5

共同生活援助（グループ
ホーム）

n = 11

自立生活援助 n = 1

自立訓練（機能訓練・生活
訓練）

n = 4

就労選択支援 -

就労移行支援 n = 3

就労継続支援（Ａ型・Ｂ
型）

n = 22

就労定着支援 n = 1

障害児通所支援 n = 57

相談支援事業（委託） n = 1

計画相談支援 n = 10

地域相談支援（地域移行支
援・地域定着支援）

n = 1

移動支援 n = 5

日中一時支援 n = 8

福祉ホーム -

地域活動支援センター n = 3

その他 n = 7

25.0

33.3

100.0

37.5

14.3

92.3

100.0

75.0

33.3

100.0

50.0

33.3

9.1

100.0

26.3

100.0

90.0

100.0

62.5

28.6

7.7

20.8

9.1

9.1

12.3

33.3

28.6

29.2

27.3

50.0

33.3

36.4

35.1

66.7

28.6

16.7

100.0

63.6

45.5

26.3

10.0

利用なし

４９％以下

５０％～６９％

７０％～８９％

９０％以上

（%）

※いずれのサービスも、調査数（ｎ）が少ないため参考値として掲載 
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（３）今後の利用人数の見込み 

 

問３ それぞれのサービスごとの今後の利用人数の見込みについて（１つ選択） 

【②今後の利用人数の見込み（今後の利用者数がどのように変化すると見込んでいるか）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ いずれのサービスでも「増加」もしくは「横ばい」と見込んでいる事業所が多数 

▶ 計画相談支援で「減少」を見込む事業所が「増加」「横ばい」と同数 

  凡　例

居宅介護・重度訪問介護
（ホームヘルプ）

n = 13

同行援護・行動援護 n = 6

重度障害者等包括支援 -

短期入所（ショートステ
イ）

n = 8

療養介護 -

生活介護 n = 24

施設入所支援（障害者支援
施設での夜間ケア）

n = 5

共同生活援助（グループ
ホーム）

n = 11

自立生活援助 n = 1

自立訓練（機能訓練・生活
訓練）

n = 4

就労選択支援 -

就労移行支援 n = 3

就労継続支援（Ａ型・Ｂ
型）

n = 22

就労定着支援 n = 1

障害児通所支援 n = 57

相談支援事業（委託） n = 1

計画相談支援 n = 10

地域相談支援（地域移行支
援・地域定着支援）

n = 1

移動支援 n = 5

日中一時支援 n = 8

福祉ホーム -

地域活動支援センター n = 3

その他 n = 7

46.2

33.3

37.5

41.7

20.0

36.4

100.0

75.0

33.3

22.7

100.0

42.1

100.0

30.0

40.0

33.3

42.9

46.2

50.0

62.5

45.8

80.0

54.5

25.0

33.3

63.6

42.1

30.0

20.0

75.0

66.7

28.6

7.7

16.7

8.3

4.5

12.3

30.0

20.0

25.0

14.3

4.2

9.1

33.3

9.1

3.5

10.0

100.0

20.0

14.3

増加すると

見込んでいる

横ばいであると

見込んでいる

減少すると

見込んでいる

わからない

（%）

※いずれのサービスも、調査数（ｎ）が少ないため参考値として掲載 
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（４）定員の増減 

 

問３ それぞれのサービスごとの今後の定員の増減について（１つ選択） 

【③定員の増減】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「維持」が見込まれるサービスが多い 

▶ 「増やす」との回答は、居宅介護・重度訪問介護、共同生活援助などでみられる 

  凡　例

居宅介護・重度訪問介護
（ホームヘルプ）

n = 13

同行援護・行動援護 n = 6

重度障害者等包括支援 -

短期入所（ショートステ
イ）

n = 8

療養介護 -

生活介護 n = 24

施設入所支援（障害者支援
施設での夜間ケア）

n = 5

共同生活援助（グループ
ホーム）

n = 11

自立生活援助 n = 1

自立訓練（機能訓練・生活
訓練）

n = 4

就労選択支援 -

就労移行支援 n = 3

就労継続支援（Ａ型・Ｂ
型）

n = 22

就労定着支援 n = 1

障害児通所支援 n = 57

相談支援事業（委託） n = 1

計画相談支援 n = 10

地域相談支援（地域移行支
援・地域定着支援）

n = 1

移動支援 n = 5

日中一時支援 n = 8

福祉ホーム -

地域活動支援センター n = 3

その他 n = 7

30.8

66.7

8.3

36.4

100.0

18.2

12.3

100.0

20.0

60.0

61.5

87.5

91.7

100.0

45.5

100.0

100.0

77.3

100.0

87.7

50.0

100.0

20.0

87.5

100.0

85.7

7.7

33.3

12.5

18.2

4.5

30.0

20.0

12.5

14.3

増やす 維持 減らす

（%）

※いずれのサービスも、調査数（ｎ）が少ないため参考値として掲載 
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２－２ 利用者からの要望や相談 

 
 

問４ 利用者からの要望（苦情）や相談について、よくあるものを教えてください。 

（あてはまるものすべて選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「サービスの内容に関するもの」が 35.3％と最も高い。次いで「利用者間のトラブルに

関するもの」「職員の対応に関するもの」など 

▶ 前回調査と比較して、「サービスの内容に関するもの」「利用手続きに関するもの」がや

や下降し、「特にない」が約 10ポイント上昇 

サービスの内容に関するもの

利用者間のトラブルに関するもの

職員の対応に関するもの

利用手続きに関するもの

施設・整備に関するもの

費用負担に関するもの

介助者・家族からの虐待などに関するもの

特にない

その他

無回答

35.3

29.3

20.3

8.3

8.3

8.3

1.5

33.1

5.3

-

-

41.0

28.7

21.9

17.4

8.4

10.1

1.1

23.6

15.7

1.1

0 10 20 30 40 50

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

今回調査 n = 133

前回調査 n = 178

（%）
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２－３ 事業運営における問題 

（１）事業運営で困難となっていること 

 

問５ 貴事業所において、事業運営にあたり、困難となっていることは何ですか。 

（３つまで選択してください） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「人材の育成」が 36.1％と最も高く、次いで「介護人材の不足」が 33.8％と人材確保・

育成の問題に直面している事業所が多い 

▶ 前回調査から「利用希望に対する調整」の下降が目立つが、それ以外では回答割合に多

少の違いはあるものの、全体傾向としてはおおむね同様 

▶ 職員が大いに不足している事業所では、「介護人材の不足」はもちろんのこと、「報酬体

系・報酬額の低さ」が比較的高い 

人材の育成

介護人材の不足

報酬体系・報酬額の低さ

経営資金（施設整備費の確保なども含む）

利用希望に対する調整

職員の定着

サービスの質の向上

職員への研修

他事業所との連携

地域の理解

利用者との関係づくり

関係機関とのネットワークづくり

医療的ケアの必要な方の受け入れ

行政機関との連携

特になし

その他

無回答

36.1

33.8

30.1

20.3

19.5

17.3

11.3

9.0

9.0

5.3

3.8

3.8

2.3

1.5

13.5

2.3

-

-

32.6

38.8

27.5

15.7

28.1

17.4

11.8

12.9

6.7

1.1

5.6

5.1

6.7

2.3

5.1

7.9

1.1

0 10 20 30 40 50

1
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10

11

12

13

14

15

16

17

今回調査 n = 133

前回調査 n = 178

（%）
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【職員の配置状況別／事業運営で困難となっていること】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※全体の回答数上位 10 項目を抜粋 

 

 

 

  

(%)

ｎ

人
材
の
育
成

介
護
人
材
の
不
足

報
酬
体
系
・
報
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の
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さ

経
営
資
金
（

施
設
整
備
費
の
確

保
な
ど
も
含
む
）

利
用
希
望
に
対
す
る
調
整

職
員
の
定
着

サ
ー

ビ
ス
の
質
の
向
上

職
員
へ
の
研
修

他
事
業
所
と
の
連
携

地
域
の
理
解

133 36.1 33.8 30.1 20.3 19.5 17.3 11.3 9.0 9.0 5.3

大いに不足している 11 36.4 81.8 54.5 18.2 27.3 27.3 18.2      - 9.1      -

やや不足している 50 38.0 44.0 30.0 26.0 16.0 22.0 10.0 8.0 4.0 8.0

不足していない 72 34.7 19.4 26.4 16.7 20.8 12.5 11.1 11.1 12.5 4.2

職
員
の

配
置
状
況
別

全　体
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（２）事業運営で困難となっている具体例 

 

問５-１ 事業運営において、困難となっている内容について、具体的な内容を入力ください。 

 

【主な意見】  

※前述『Ⅲ ２－３（１）事業運営で困難となっていること』の上位３項目に該当する意見を抜粋 

 

①人材の育成 

・これまで職員が定着しなかった時期も長く、的確な引き継ぎ等も困難だったことに加え、経験年数の

長い職員の方が若く、研修を重ねただけでは解決しないことが多い。 

・障がい特性（自閉症、ADHD など）への理解が浅く、適切な支援ができるまでに時間がかかる。また、

支援以外の業務（記録、保護者対応、加算要件の理解など）に苦手意識を持つ職員が多い。 

・質の高いサービスを提供するため色々検討するも元の性格や対人関係で育成前に退職につながって

しまう。 

・業界未経験の人材も入ってくるなかで第三者的な立場からのレクチャーの機会がない(支援方法や書

類作成について)。 

・新人教育に関して、勤務形態により（早番・遅番。夜勤・明け等）教育者が不在になることもあり、

特定の人が育成することが難しい。また、５年以上のキャリアがある職員が少ないため育成者の負担

が大きい。 

 

②介護人材の不足 

・職員の年齢が上がると親の介護やご主人の転勤などがあり、退職する方が今回重なりました。 

・共同生活援助（グループホーム）の世話人不足。世話人の高齢化もあり毎年数名単位で退職者が出て

いる。求人募集もない状態。 

・利用希望者が増えている状況の中、ハローワークや求人広告を打つなどの対応をしているが、なかな

か人材が集まらない。 

・働ける曜日や時間帯について制限がある場合が多い。募集をかけた場合、連絡はゼロではないもの

の、有資格者である人からの連絡はほんの一部のみであったりして、実際に雇い入れるまでに至らな

いこともある。 

・常に募集をしているが、問い合わせ程度で、採用までには至らない現状が続いている。 

  

▶ 人材育成については、人材不足に加え職員が定着せずすぐに離職してしまうことや、人

材教育のための人員が不足していることなどの意見が多い 

▶ 介護人材の不足については、求人に応募が無く、連絡があっても採用に結びつかないな

どの意見が多い。報酬体系・報酬額の低さについては、現状の報酬額では安定した経営

が難しく、報酬増や加算用件の緩和などを望む意見が多い 
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③報酬体系・報酬額の低さ 

・報酬と給料が見合うようにしたいがギリギリの運営になってしまう。 

・マンツーマン対応が必要な方への報酬体系は満足のいくものではない。人員基準において２名の配

置が必要となっているが、１名はそうだとしても２人目はその他の職員を認めることはできないも

のか。最低限の人員で運営するしかない中、今の報酬体系は厳しすぎる。人員配置が出来ず休まざる

を得なくなった時、困るのは誰なのかと思う。 

・加算を取得する事で報酬額の低さを補う体制では安定した収入、運営は難しい。基本的な報酬単価の

増額や加算要件の緩和が望ましい。 

・基本報酬の単価だけでは、報酬による収入は少なく、加算報酬を取っても赤字の解消には至らない。

加算を取るためには、実働や記録などの業務が必要となり、業務量が増える業務過多となっている。 

・処遇改善により賃金に充当する部分はあるが、それ以外での経常費や固定資産に関する支出等につ

いて報酬が低いのが課題である。特に生活介護は時間制が導入されたが地域の特性、障害の特性によ

り事情がそれぞれ違うことを勘案し、安定した経営ができるようにしてほしい。 
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２－４ 職員の配置状況 

（１）事業所における職員の配置状況 

 

問６ 貴事業所における、職員の配置状況をお答えください。（１つ選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「大いに不足している」が 8.3％、「やや不足している」（37.6％）とあわせた職員不足

の事業所が４割超で、前回調査とおおむね同様の傾向 

  凡　例

今回調査 n = 133

前回調査 n = 178

8.3

11.8

37.6

33.7

54.1

52.3 2.3

大いに

不足している

やや

不足している

不足していない

（職員数は適正である）
無回答

（%）
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（２）職員の定着を図るための取り組み 

 

問７ 貴事業所では、職員の定着を図るためにどんな取り組みを行っていますか。  

（あてはまるものすべて選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【職員の配置状況別／職員の定着を図るための取り組み】 

 

 

 

 

 

 

 
  

▶ 「休暇のとりやすい環境づくりを目指す」「職場内コミュニケーションの充実化を図る」

が約７割と高い 

▶ 前回調査では第３位の回答割合だった「労働時間や仕事内容の希望を聞く」が、今回は

20ポイント近く下降 

▶ 職員が大いに不足している事業所では「休暇のとりやすい環境づくりを目指す」が 100％

であるほか、「労働時間や仕事内容の希望を聞く」「職場環境の改善を図る」が比較的高

い。職員が不足していない事業所では「研修費を事業所負担とする」「安定した労働時

間を確保する」「事業所内外研修へ参加の機会を増やす」「賃金を上げる」「雇用形態を

常態化させる」が比較的高い 

(%)

ｎ

休
暇
の
と
り
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す
い
環
境
づ
く

り
を
目
指
す

職
場
内
コ
ミ
ュ
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シ
ョ

ン

の
充
実
化
を
図
る

研
修
費
を
事
業
所
負
担
と
す
る

安
定
し
た
労
働
時
間
を
確
保
す

る 事
業
所
内
外
研
修
へ
参
加
の
機

会
を
増
や
す

労
働
時
間
や
仕
事
内
容
の
希
望

を
聞
く

賃
金
を
上
げ
る

職
場
環
境
の
改
善
（

メ
ン
タ
ル

ヘ
ル
ス
対
策
等
）

を
図
る

福
利
厚
生
を
充
実
さ
せ
る

雇
用
形
態
を
常
勤
化
さ
せ
る

特
に
行
っ

て
い
な
い

そ
の
他

133 68.4 68.4 55.6 45.1 39.8 37.6 36.1 30.8 29.3 24.1 2.3 1.5

大いに不足している 11 100.0 72.7 45.5 27.3 36.4 63.6 27.3 45.5 27.3 18.2      -      -

やや不足している 50 54.0 60.0 52.0 34.0 24.0 30.0 30.0 28.0 22.0 16.0 6.0      -

不足していない 72 73.6 73.6 59.7 55.6 51.4 38.9 41.7 30.6 34.7 30.6      - 2.8

全　体

職
員
の

配
置
状
況
別

休暇のとりやすい環境づくりを目指す

職場内コミュニケーションの充実化を図る

研修費を事業所負担とする

安定した労働時間を確保する

事業所内外研修へ参加の機会を増やす

労働時間や仕事内容の希望を聞く

賃金を上げる

職場環境の改善（メンタルヘルス対策等）
を図る

福利厚生を充実させる

雇用形態を常勤化させる

特に行っていない

その他

無回答

68.4

68.4

55.6

45.1

39.8

37.6

36.1

30.8

29.3

24.1

2.3

1.5

-

-

71.4

68.5

52.3

41.0

46.1

56.7

38.8

35.4

34.8

32.6

1.1

2.3

0.6
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12

13

今回調査 n = 133

前回調査 n = 178

（%）
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２－５ 障害者虐待防止の取り組み 

 

問８ 貴事業所では、障害者虐待防止についてどんな取り組みを行っていますか。  

（あてはまるものすべて選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「虐待防止についての研修会の実施」が 94.7％と最も高いが、それ以外の取り組みも８

割以上の事業所で実施 

▶ 前回調査から多くの取り組みで回答割合が上昇。特に、「対応マニュアルの作成」は 20

ポイント以上の上昇 

虐待防止についての研修会の実施

虐待防止の責任者の設置

対応マニュアルの作成

苦情相談窓口の設置

虐待防止委員会の設置

特に行っていない

その他

無回答

94.7

85.7

85.0

84.2

82.0

0.8

1.5

-

-

84.8

76.4

62.4

86.0

71.4

-

4.5

2.3

0 20 40 60 80 100

1

2

3

4

5

6

7

8

今回調査 n = 133

前回調査 n = 178

（%）
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２－６ 合理的配慮について 

（１）民間事業者の「合理的配慮」が法的義務となることの認知 

 
 

問９ 障害者差別解消法の改正によって、令和６年４月１日から、民間事業者の「合理的配

慮」の提供が法的義務となりました。このことを知っていますか。（１つ選択） 

※ 合理的配慮とは、障がいのある方から社会の中にあるバリアの除去を必要とする意思表明がされた場合に、 

負担が重すぎない範囲で対応することです。 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ ９割弱が「知っている」と回答 

▶ 法的義務となる前の調査であった前回と比べ、「知っている」が 20ポイント以上上昇 

  凡　例

今回調査 n = 133

前回調査 n = 178

87.2

66.9

12.8

30.9 2.3

知っている
知らない

（この調査で初めて知った）
無回答

（%）
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（２）実施している／実施可能な「合理的配慮」の具体例 

 
 

問 10 貴事業所において実施している（または実施可能な）「合理的配慮の提供」があれば、

具体的に記入してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※回答者数：64 人（複数回答あり） 

 

【主な意見】 ※上位３項目 

 

①障がい特性に応じた活動内容の見直しや個別対応 

・作業工程を細かく分け、スモールステップで支援。 

・障がいの特性に応じた休憩時間の調整などのルール・慣行の柔軟な変更を行う。 

・活動の選択肢を複数提示し、本人の意思を尊重する。 

・障がいの特性に応じ、重い物などを持ったり、役割分担を明確にしたりなどの物理的配慮をおこなっ

ている。また、トイレなどの休憩時間などの時間の調整などルール・慣行の柔軟な変更を行っている。 

・明るい部屋や屋外の音が聞こえることが苦手な利用者→食事の時間帯を遅くし同席される利用者に

照明を一時的に消してしまうことへの承諾を得て一緒に食事している。 

 

②写真やイラストを使った視覚的な情報伝達・意思疎通支援 

・手順マニュアルや写真付きの解説、大きさのガイドの設置。 

・タイムタイマーを使って残り時間を可視化して視覚的に提示している 

・筆談や絵カード、ジェスチャーなどを活用した意思疎通支援。 

・口頭での指示の理解に困難がある子の場合、絵カードを利用したり、見通しが立つようにその日の予

定を表にしたりする。 

・障がい児のスケジュール管理や集団活動の説明などの際に、絵カードのあるスケジュール表や学習

用ワークシステムを使用し、視覚支援を大切にしたサービスを提供している。 

  

▶ 合理的配慮の具体例として、「障がい特性に応じた活動内容の見直しや個別対応」や「写

真やイラストを使った視覚的な情報伝達・意思疎通支援」、「施設環境の配慮」に関する

配慮が多い 

障がい特性に応じた活動内容の見直しや個別対応 28

写真やイラストを使った視覚的な情報伝達・意思疎通支援 24

施設環境の配慮（仕切りスペースの確保、防音保護具等の提供） 22

施設の整備（スロープや手すりの設置等） 16

コミュニケーション手段の配慮（筆談、読み上げ、ルビ振り等） 15

活動等の見通しを持たせるためのスケジュール・手順等の提示 8

利用者の意思、要望への傾聴 6

その他 12

検討中 2

特になし 3

136

項　　目 件　　数

意見数計
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③施設環境の配慮（仕切りスペースの確保、防音保護具等の提供） 

・バリアフリー段差なし、手すり、車椅子や補助車の方が通行しやすいように廊下にものは置かない。 

・段差があるため、足形のマットを敷き、段差のところに目立つ色のテープを貼り、視覚化している。 

・目の不自由な方への口頭での説明や、事務所内を歩行しやすいようレイアウト。 

・刺激の多い掲示物を整理し、視覚情報過多を防ぎ、静かなスペースやクールダウンルームを設置。 

・ADHD の子の場合、視界に雑多なものが入らないよう席配置を工夫したり、衝立で仕切られた学習ス

ペースを用意する。 
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２－７ 介護保険サービスへの参入意向 

 

問 11 平成 30年４月より、「共生型サービス」が新設されたことにより、障害福祉サービス

の指定を受けている事業所において、介護保険サービス事業所の指定が受けやすくなり

ましたが、今後の介護保険サービスへの参入についてどのようにお考えですか。 

（１つ選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 介護保険サービスへの参入意向（「参入したい」+「参入を今後検討する」）のある事業

所は 21.8％、「すでに参入済み」は１割強で、前回調査とおおむね同様の傾向 

  凡　例

今回調査 n = 133

前回調査 n = 178

12.8

13.5

3.0

1.7

18.8

19.7

65.4

61.8 3.4

すでに参入済み 参入したい
参入を

今後検討する
参入しない 無回答

（%）
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 ３   災害及び防犯の対策等について 
 

３－１ 防災マニュアル等の整備状況 

 
 

問 12 災害（地震・火災等）に対する「防災マニュアル等」は整備されていますか。 

（１つ選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－２ 避難訓練等の実施状況 

 
 

問 13 災害（地震・火災等）を想定した避難訓練等を実施していますか。（１つ選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「整備済み」の事業所が 97.0％と大多数を占め、前回調査から 20ポイント以上上昇 

▶ 「実施している」事業所が 96.2％と大多数を占め、前回調査から 10ポイント以上上昇 

  凡　例

今回調査 n = 133

前回調査 n = 178

96.2

86.0

3.8

12.9 1.1

実施している 実施していない 無回答

（%）

  凡　例

今回調査 n = 133

前回調査 n = 178

97.0

75.8

2.3

20.2

0.8

2.3 1.7

整備済み 整備中 未整備 無回答

（%）
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３－３ 防犯対策の実施状況 

 
 

問 14 防犯対策（防犯ブザー・防犯カメラ等）を実施していますか。（１つ選択） 

「１．実施している」の場合には、具体的事例についても教えてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜具体的事例＞ 

  

 

 

 

 

 

 

※回答のあった事業者数：78 件（複数回答あり） 

 

 

  

▶ 「実施している」事業所が 56.4％と過半数を占め、前回調査から約 9ポイント上昇 

▶ 具体的な実施内容としては、防犯灯や防犯カメラ、ブザーの設置やセキュリティ会社に

よる警備が多い 

  凡　例

今回調査 n = 133

前回調査 n = 178

56.4

47.8

43.6

51.7 0.6

実施している 実施していない 無回答

（%）

内　　容

防犯灯、カメラ、ブザー等の設置 69

セキュリティの導入（警備会社） 17

防犯訓練の実施 5

防犯用具の設置（催涙スプレー、さすまた等） 4

施錠の強化（二重ロックなど） 3

その他 7

総意見数 105

件　　数
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３－４ 感染症対策 

（１）感染症対策の取り組み 

 
 

問 15 貴事業所では、感染症対策についてどのような取り組みをしていますか。  

（あてはまるものすべて選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「感染症対応マニュアルの作成」「感染を予防するための備品を常備」「職員に対する感

染症対策に関する研修等の開催」「職員に対する手洗い・うがいの励行」「業務継続計画

（ＢＣＰ）の策定」は９割前後の事業所で実施 

▶ 前回調査で高かった取り組みは今回も高い実施率。それに加え、「業務継続計画（ＢＣ

Ｐ）の策定」は 40 ポイント以上、「業務継続に備えた訓練の実施」は 50 ポイント以上

の大幅上昇 

感染症対応マニュアルの作成

感染を予防するための備品（使い捨て手袋､
マスク､手指消毒薬等）を常備

職員に対する感染症対策に関する研修等の
開催

職員に対する手洗い・うがいの励行

感染症の発生や拡大時の業務継続に向けた
計画（ＢＣＰ）の策定

感染症の発生や拡大時の業務継続に備えた
訓練の実施

職員・関係機関等への連絡体制の整備

利用者及び面会者への注意喚起

特に対策は行っていない

その他

無回答

94.0

94.0

92.5

91.0

86.5

70.7

66.9

60.2

-

1.5

-

-

86.5

97.2

71.9

88.8

40.5

16.9

69.1

73.6

-

4.5

0.6

0 20 40 60 80 100 120

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

今回調査 n = 133

前回調査 n = 178

（%）
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 ４   障がい福祉施策について 
 

４－１ 身体障害者手帳の英訳証明の必要性 

 
 

問 16 事業所の立場からみて、身体障害者手帳の英訳証明について、必要性を感じますか。

（１つ選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「英訳証明は必要である」は 6.0％で、「英訳証明はあった方が良い」（17.3％）を合わ

せた英訳証明に肯定的な回答は 23.3％ 

  凡　例

n = 133 6.0 17.3 36.8 38.3 1.5

英訳証明は必要で

ある

英訳証明があった

方が良い

英訳証明が無くても、

特に不便はない

わからない

その他

（%）
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４－２ 障がい者保健・福祉についての考え・要望（自由記述） 

 
 

問 17 今後のいわき市における障がい者保健・福祉について、事業所の立場での具体的なお

考え、ご要望等がありましたらご記入ください。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※回答者数：56 人（複数回答あり） 

 

【主な意見】 ※上位４項目 

 

①行政に対する意見・要望等（制度の充実など） 

・事業者の数が増えてきていることもありいわき市の担当者様の現場の労働環境や従事者の賃金の現

状、会社の運営状況、各事業所の置かれている現状の視察を強化してほしい。 

・民間事業の参入により利用者支援にばらつきがあり、本当に困っている障がいを持つ方々への支援

が不十分に感じる。弱者を救済できるよう市から補助等考えていただけると助かります。 

・学童と放課後等デイサービスの併用にはお金がかかり、保護者の負担が大きいため助成金等の援助

があれば良いと考えている。また、学童と放課後等デイサービスが連携できるようなネットワーク

会議などを実施してほしい。 

・事業所のオーナーの考え方、各責任者のスキルそして優秀な人材の雇用が難しい賃金体系など根本

的な問題はあります。また、別に福祉にかかわらず人員難から外部研修への派遣なども難しい状況

があります。福祉の仕事が魅力的で新しい人的戦力が集まるような、そしてオーナーが事業を止め

ないで済むような報酬、助成等があればと思います。 

・当事業所利用者の平均年齢からみると、今後、親亡き後の生活をどうするかが大きな課題です。一

事業所だけで支援できるものではなく、多くの資源が連携を取りながら進めていくことが求められ

ていると、切に感じております。そういったことに関しての関係者との連携や、親御さん、ご本人

に対してのアプローチの仕方などについての情報提供などが増えることを希望します。 

  

▶ 障がい者保健・福祉についての考え・要望として、行政に対する要望やサービス提供体

制の整備などに関する意見が多い 

項　　目

行政に対する意見・要望等（制度の充実など） 16

サービス提供体制の整備（質の向上）について 13

人材確保・雇用の問題について 9

資金、経営に関して 8

職員への研修について 8

資源不足について 4

送迎・移動手段支援に関して 3

障害者の就労について 3

職員の労働環境に関して 2

医療に関して 1

その他 5

特になし 6

意見数計 78

件　　数
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②サービス提供体制の整備（質の向上）について 

・発達障がい者の早期からの療育、支援が出来るシステムの充実。 

・現在も定期的に開催していますが、療育支援の質向上に向けた研修機会の提供や、専門人材の育成

支援を求めます。 

・利用者の緊急時における対応の強化。親が緊急で倒れたり事故になった場合の対応につて、生活介

護に関しては、緊急時一時宿泊事業があるが、B 型の利用者はどうしたら良いのか。 

・地域生活を推進しているが、現実が追い付いていない。地域生活を希望する方は増えていくと思う

が、住む場所や支援者の不足を感じている。特に夜間や近隣トラブルへの対応(体制作り)が必要だ

と感じる。入所施設のように、一つの場所で集団を少数の職員で支えているのが現実である。施設

内での支援が精一杯であり、地域生活に向けて取り組んでいくには時間と人が、より必要だと感じ

ている。 

・①６５歳になった障がい者は介護保険制度が優先となるが、本人は今まで通りのサービス（生活介

護）を希望しても、それがかなわない事例があり、「意思決定支援」の重要性が軽んじられているの

ではないか。②利用日数について、月～金曜日を利用すると月-８になるが、土曜日も事業所（生活

介護）を利用したいと本人や家族が希望しても、行政（地区保健福祉センター）からは動機が軽い

との回答だった。障害区分も重く、事業者から見ても、家族が疲弊してしまうのが心配である。③

②の事例だと、「日中一時支援事業」の利用が考えられるが、「一時支援」の問題ではなく恒常的な

問題である。また、日中一時支援事業自体の単価も低く、事業者にとっては単価の見直し検討もお

願いしたいところである。 

 

③人材確保・雇用の問題について 

・計画相談事業所が不足しており、事業所を超えたサービスの提供が難しい。放デイの事業所が多く、

職員の取り合いになっている。 

・居宅サービス等要望があるものの、人材不足のため、現在利用されている方もお断りせざるを得な

い状況。福祉全般における、介護者不足をどう考え、いわき市としても何か対策を講じられないか。 

・通所も入所も事業所が不足している。新規開設も既存の規模拡大も、介護人材がいないからできな

いことは痛感している。数少ない入職者もスキルが低く育成に時間を要す。研修機関がもっと多く、

時間や費用などの面でも受講しやすくなれば、即戦力の人材を確保できて、職員も事業所側もスト

レスなく雇用できるかもしれない。 

・福祉職の人材不足を事業所のみの課題ではなく、いわき市全体の課題と捉え方策を考えてほしい。 

・現状、人員は確保ができているが、今後、急に人員が不足してしまうなどの不測の事態が起きてし

まう事も考えられるが、有資格者の急遽募集をかけても、なかなか見つからない現状です。周囲で

も人員不足についてはよく耳にする。人員不足にならないために、多めに従業員を配置すると、人

件費もかかってしまう。何とか施設の維持をしていきたいので、人員についてご考慮いただきたい

です。 
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④資金・経営に関して 

・事業所の近辺での他事業所の閉鎖が増えている状況から、今の報酬での事業所運営は限界だと感じ

ている。 

・障がい者の福祉で居宅介護、通院介助、移動支援にしても単位が低いので、正直身体に供わない利

用者は赤字になるので申し訳ないが利用があっても断っている。 

・必要な事業だと考えるが、採算が取れないことが課題。 

・共働きの増加により、親（保護者）の仕事の時間に利用時間を合わせる必要がある。そうなると職

員の勤務を変則勤務（遅番早番）にする必要があるため、人員を増やす必要があるが有資格者を集

める方法や集まったとしても財政が厳しくなる。 

・慢性的な人材不足で、十分なサービスを受けられない状況。特に移動支援、同行援護事業所がなく

なっているのが現状。ガソリン代や最低賃金が上がったことで、運営が厳しくなっている。当事業

所も移動支援も今年度で終了する方向で動いている。不安材料しかないと思われます。 

 

⑤職員への研修について 

・いわき市で定期的に行われている事業所の研修参加で、他事業所さんとの交流が出来ることがとて

も勉強になります。また研修を通して学べるので支援に大いに役立ちます。ありがとうございます。 

・もっと職員のスキルアップにつながる研修等を増やし、誰もが参加しやすい環境の提供を望みます。 

・研修の機会が多いが、支援の午後の時間帯ではなく、午前中に行っていただけると助かります。 

・研修会を多く行う、または交流会を開催し、より多くの人とのコミュニケーションを図る機会をつ

くってほしいです。その際は参加しやすい時間帯だとありがたいです。 
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Ⅳ 調査結果（団体調査） 

 １   団体の活動内容等について 
 

１－１ 活動頻度 

 
 

問３ 活動の頻度についてお答えください。（１つ選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「毎日活動している」団体が 17.6％、「定期的に活動を実施している」団体が 52.9％ 

▶ コロナ禍であった前回調査と比べ、定期的な活動の割合が大幅に上昇 

▶ 定期的に活動している場合、１か月あたり数日程度の頻度で活動している団体が多い 

  凡　例

今回調査 n = 9

前回調査 n = 2

33.3

100.0

44.4 11.1 11.1

１～３日 ４～６日 ７日以上 無回答

（%）

  凡　例

今回調査 n = 17

前回調査 n = 12

17.6

25.0

52.9

16.7

29.4

50.0 8.3

毎日

活動している

定期的に

活動している
不定期に

活動している
その他

（%）

※団体調査結果については、調査数が少ない

ため参考値として掲載（以降同様） 

「定期的に活動している」場合の 

１か月あたりの活動日数 
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１－２ 所属人数 

 
 

問４ 団体に所属されている方の人数を教えてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※調査数（ｎ）は所属人数の合計 

 

  

▶ 所属人数が５０人以下の規模の団体が６割以上 

▶ 所属者の内訳は半数以上が「本人」 

  凡　例

今回調査 n = 17

前回調査 n = 12

17.6 5.9

8.3

17.6

8.3

23.5

33.3

17.6

8.3

17.6

25.0 16.7

５人以下

６～１０人

１１～２０人

２１～５０人

５１～１００人

１０１人以上

無回答

（%）

  凡　例

今回調査 n = 1,199

前回調査 n = 2,002

54.8

66.9

34.2

27.1

11.0

6.0

本人 家族 その他

（%）
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１－３ 活動における問題点や課題（自由記述） 

 
 

問５ 貴団体の活動における問題点や課題などがありましたら、ご自由にご記入ください。 

（記入内容の例：参加者を集めるのが難しい、地域の理解が得られない、活動場所・活動

資金の確保が難しいなど） 

 

【主な意見】 

 

・団体や活動の知名度不足。活動場所の確保が難しい。現在は公民館の会議室などを転々としながら開催。

活動資金の確保が難しい。現在は障がい者自発活動支援事業補助金を活用。 

・若い職員がいない。 

・会員の高齢化。新規会員の確保が難しい。活動の限定(本人を介護している時間は、活動できない。活

動時に、家族以外に預けることが出来ない)。いわき市が、あまりに広い。 

・障がいの有無に関わらず、高齢化が進んでおり、定期的に活動できる人数が減ってきている。 

・同じ障がいを持っている人の参加が少ない。特に若年層の人で知らない人が多い 

・本当に必要としている方々になかなか情報が届かない。資金確保が難しい。 

・会員及び役員の高齢化による活動の縮小が目立ってきている。 

・参加者を集めるのが難しい。社会の中の理解がまだまだ。若い人や手話講師不足。 

・行事を行うにあたって、会員の方々は同行援護サービスを利用し集まっているが、同行援護の人数が少

なく、行事に参加できない人がいる。 

 

  

▶ 会員・参加者の高齢化、これに付随して参加者減や活動の縮小、活動資金の確保、団体

の認知度不足などが課題として挙げられている 
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１－４ 今後力を入れていきたい活動内容（自由記述） 

 
 

問６ 貴団体が今後力を入れていきたい活動内容を教えてください。 

 

【主な意見】 

 

・現在参加者として参加している方達と活動を継続し、団体や活動へ共感して下さる方へ、新年度を機に

入会を促したい。団体と会員の求める親亡き後の実現を目指し、今できる活動や事業を創出したい。 

・家族の障がい受容や周囲の理解が進むような広報活動。 

・必要な人に必要なものを必要な形で届けること。 

・他の団体との連携を見据えた、福祉レクリエーション活動。 

・障がいの理解と手話の普及。 

・自分の団体だけではなく、ボランティアや一般市民とともに行う活動をしたい。 

  

▶ 障がいの理解促進や他団体との連携など、団体の活動内容によって今後の活動の展望は

さまざま 
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１－５ 今後活動する上でのいわき市に対する要望（自由記述） 

 
 

問７ 貴団体が今後活動をする上で、いわき市に対する要望があれば教えてください。 

 

 

【主な意見】 

 

・これまで同様、分け隔てなく市民の声に耳を傾け、力になって頂きたい。他の自治体から一目置かれる

ような共生のまちを目指して頂きたい。 

・緊急時の避難先の確保。 

・発達障がいの子どもたちが、増加傾向のなか、支援者や家族、教育関係機関に講演会等のお知らせをす

る時に、厳しく私達に接する機関(はっきりいうと教育事務所など)があり、心折れる会員もいます。子

どもたちの幸せを願う気持ちは、同じはずです。好意的に接して欲しいし、広報活動に協力して欲しい。 

・必要としている人に、知ってもらえる窓口があるとありがたいと思います。 

・手話を学ぶ為に講習会があるので、市でも力を入れていただければ助かります。他市町村では、市の障

害福祉課からの支援があります（手話奉仕員養成講座）。 

・いわき市の子ども支援が、縦割りのために連携がうまくいかないことがあると感じます。放課後等デイ

サービスは、障がい福祉課の所管から、こどもみらい部に移行したほうが良いように思います（放課後

児童クラブとの差も少なくなってきているようにも思います）。学校が、保育所等訪問支援事業につい

て理解が乏しく、子どもや保護者が不利益を被っているケースも散見されます。福祉と教育が連携する

ことは、不登校をなくすためにできる大きなことだと考えます。 

・現状の補助金や見舞金等の支給を今後も続けていって頂きたいです。 

・同行援護サービスの提供人数を増やしてほしい。 

 

 

  

▶ 広報活動や講習会の充実、障害福祉サービスの充実、福祉と教育の連携などさまざまな

要望が挙げられた 
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 ２   他団体等との連携について 
 

２－１ 他団体等との連携・協力について 

（１）現在、他団体等との連携・協力を行っているか 

 
 

問８ 貴団体は、活動にあたって他の団体等との連携・協力を行っていますか。（１つ選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）今後、他団体等との連携・協力を行いたいか 

 
 

問９ 貴団体は、今後他の団体等と連携・協力を行いたいと思いますか。（１つ選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「連携・協力している」団体は 76.5％で、前回調査から約 10ポイント上昇 

▶ 「連携・協力したい」は 94.1％で、前回調査と同様に大多数の団体が連携・協力を希望  

  凡　例

今回調査 n = 17

前回調査 n = 12

76.5

66.7

23.5

16.7 16.7

連携・協力している 連携・協力していない 無回答

（%）

  凡　例

今回調査 n = 17

前回調査 n = 12

94.1

83.3

5.9

16.7

連携・協力したい
連携・協力したくない

（連携の必要がない） 無回答

（%）
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（３）他団体等との連携・協力の目的（自由記述） 

 
 

問 10 貴団体が他の団体等と連携・協力することで、できるようになることや行いたいこと

等（連携・協力の目的）を教えてください。 

 

【主な意見】 

 

・親亡き後を全面に出した、誰も拒まない集いの場として、当事者の個別ニーズに応じて連携・協力団体

との相互紹介ができると考えている。 

・いわき市の福祉向上。学校や保育施設の教育・支援の質の向上。 

・障がいの有無を問わず、参加者が増えることで、できることが増える事を期待。障がい福祉への理解が

深まる事は勿論、障がい者スポーツを実施する為のマンパワーの充実。 

・スタッフの研鑽。 

・障がいがあってもなくてもお互いに配慮しながらの共生社会を作っていけるのではないかと思います。 

・不登校の子達に学びの場、体験の場を。不登校の保護者さんたちに少しでも安心できる関わりや場を。

学校の先生方の負担を軽減し、本来の教育に安心して専念できる環境を。一人でも多くの子達が、不登

校に悩まなくて済むために、できることはたくさんあると考えます。 

・国会及び福島県、いわき市への様々な諸問題への働きかけ。 

 

 

  

▶ 具体的な連携内容は団体ごとにさまざまだが、団体自体にメリットがあるのはもちろん

のこと、地域やいわき市全体の福祉の向上に寄与できるという意見がみられた 
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 ３   障がい福祉施策について 
 

３－１ 障がい福祉施策における問題点や課題・期待すること（自由記述） 

 
 

問 11 いわき市では、下記の６つの分野で障がい福祉施策を推進していますが、それぞれの

分野について、評価できる点や問題点・課題、今後期待すること等、貴団体としてどの

ように感じているかをご自由にご記入ください。 

 

【主な意見】 

 

１．「理解促進」分野 

※市民の理解促進、福祉教育、情報提供、権利擁護、差別解消 等 

・合理的配慮の周知が不十分と感じている。 

・障がいが発覚した時に保護者の支援や指導が、まだまだ不足している。学校の先生の理解や知識が、

不足していることで、子供たちの将来に不安を感じる。 

・障がいの特性について、講演会やパンフレットの作成。 

・人権教育、障がいの社会モデルへの理解をより広めて欲しいです。 

・いわき市で出している情報を点字か、拡大文字で出してほしい。 

 

２．「生活支援」分野 

※障害福祉サービスの充実や各種支援体制の充実 等 

・福祉人材の充実、就労条件・環境の改善が必要と感じている。 

・社会訓練や送迎など車の移動が必須ですがガソリン代の高騰で大変です。ガソリン代の補助がある

と助かります｡ 

・放課後等デイサービスのような児童の利用は、数も増えたが、大人の利用出来る、生活介護やグルー

プホーム、ホームヘルプなど、必要な数が整っているのか？地域で、生きて行くための方向性が、見

えない。 

・制度は充実していても、制度を実施する事業所や人材の不足により、必要なサービスが実施されてい

ない。 

 

３．「保健・医療」分野 

※障がいの早期発見、疾病予防、医療の充実 等 

・保健・医療人材の充実、就労条件・環境の改善が必要と感じている。 

・医療機関の廃業などもあり、今までも不安があったが、医師不足で障がい者が受診しようとしても、

なかなか難しい。 

  

▶ 第５次いわき市障がい者計画（後期）で定められた６つの施策分野に対する主な意見は

以下の通り 
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４．「生活環境」分野 

※建物のバリアフリー化、地域の暮らしの場の確保、防災・防犯 等 

・入所施設は今後作らないとしたら、どのように障がい者が生きて行くのか？家族の頑張りにも限界

があり、不安。 

・市営住宅等の車椅子対応住居の慢性的な不足を解消して欲しい！！歩道が車椅子では使えないよう

な箇所が多い。橋の歩道などは、とくに車椅子では利用できないほどの勾配であることが多く、車椅

子ユーザーにとっては、意味の無い歩道となっている。 

・災害時に移動できない、避難所で普通の人と同じ生活ができないため、そのための支援か福祉避難所

の充実を図ってほしい。 

 

５．「教育・育成」分野 

※療育支援、障がい児保育・教育、生涯学習 等 

・いわき市でも専門職の研修の受講、試験の受験ができると良い。 

・発達障がいがあっても、軽度の場合が増加しているように感じるが、きちんと見通しをたてて教育し

て行くことで、各々の自立の形が形成出来ると思うし、そうしないといわき市が財政的に支えられな

くなると心配している。今の支援学級や支援学校に限らず、職業訓練などを考えなければいけないと

思う。また、教育する側の育成は急務だと思う。 

・いわき市南部地区に支援学校の設置。 

・障がい等の困り感を持つ保護者がいる家庭の子ども達が、学校や学びに接続できず、引きこもり、18

歳を越えてしまうケースも少なく無いです。教育と家庭支援を、地域や民間の力も借りて行って欲し

いです。また、いわゆるモンスターペアレントと表現されるような親さんたちへの支援が足りないと

感じます。学校の疲弊は深刻で、子らへの影響も深刻です。 

 

６．「雇用・就業」分野 

※多様な就労の場の確保、就労支援、就労定着支援 等 

・就業条件、作業種類のバリエーションがたくさんあると、当事者の個別性を尊重した作業が選べ、ミ

スマッチによる弊害が避けられると感じている。 

・労働力不足になると思うので、何とか、労働できる人は、そのように事業所や支援者の理解を得て、

お互いに支えあえる関係を築いていければと思う。そのためには、使用者も障がい理解をする必要が

ある。 

・障がい者雇用に必要なハードの改修工事等の費用を、国や県だけではなく、市も補助して欲しい。そ

もそも、そのような補助があることを一般企業の大半は知らない。ハローワークからの案内だけで

は、弱すぎる。 
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３－２ 身体障害者手帳の英訳証明の必要性 

 
 

問 12 団体の立場からみて、身体障害者手帳の英訳証明について、必要性を感じますか。 

（１つ選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▶ 「英訳証明は必要である」との回答はなく、「英訳証明があった方が良い」が 11.8％ 

  凡　例

今回調査 n = 17 11.8 52.9 35.3

英訳証明は必要で

ある

英訳証明が

あった方が良い

英訳証明が無くても、

特に不便はない

わからない

その他

（%）
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３－３ 今後のいわき市における障がい者保健・福祉についての要望等（自由記述） 

 
 

問 13 その他、今後のいわき市における障がい者保健・福祉についての具体的なお考え、ご

要望等をご記入ください。 

 

【主な意見】 

 

・障がいのある子、ない子みんなが一緒に遊んだり活動できる場がほしい。 

・障がい福祉に携わる方達が、より良い支援を行い、その適正な対価を得られるように仕組みを整えて欲

しい。 

・障がい者本人たちがより良い生活を送れるよう制度等の整備をお願い致します。 

・災害時の避難場所の確保。例えば介護施設等の一室を使わせてもらう事ができる様、前もって準備して

欲しい。 

・どれくらい支援が必要な人がいて、どのような支援を必要としているのか？きちんとした数字を知るこ

とが急務だと思う。その上で、必要なものを整えること、今後、自宅に暮らす障がい者の親の高齢化が、

急速に進み、対応に苦慮するのは、目に見える。周辺の市町村に、お願いしたりするような中核市では、

いかがなものか？ 

・見えないことで届かない情報をできるだけなくし、できれば晴眼者と同じタイミングで届けられること

を望んでおります。 

・当事者部会が形骸化しているのではないか？本当に必要な提案ができているのか？その提案を行政と

して、本当に実施できているのか？この１０年でいくつの要望がでて、いくつ実現できたのか、明らか

にすべき。当事者部会が、ただの「行政へのグチの吐け口」になっているのではないか？もう一度、し

っかりと見直して欲しい！ 

・障がいがあっても、余暇を楽しめるような、市の援助があれば。 

・社会啓発、配慮について理解が得られる様な広報に力を入れ社会参加しやすい、就労しやすい支援が欲

しい。 

・社会的障壁を少しでも無くし、住んで良かったいわき市にして欲しい。 

 

 

▶ 障がいのある方が今後、いわき市においてより良い生活を送るための行政の対応の在り

方等に関する意見がみられた 



 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６次いわき市障がい者計画等策定ニーズ調査 

－調査結果報告書－ 

 

発行年月：令和８年３月 

発  行：いわき市 保健福祉部 障がい福祉課 

〒970-8686 福島県いわき市平字梅本 21番地 

電話 0246-22-7485(直通） FAX 0246-22-3183 

調査委託：株式会社サーベイリサーチセンター 

 
 


